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1. 問題の所在

有益費問題は，戦後今日まで研究の場においては，ほとんどその対象とされ

てこなかったといってよい。土地改良あるいは開墾資本の性格をめぐる研究と

しては， いくつかの研究成果を確認できるのであるが(1)， わが国における有

益費およびその償還をめぐる独自の研究的解明は，戦前期の寄生地主制下で，

小作農民の小作権の確立の運動ともかかわっての平野義太郎等(2)の研究があ

るものの，戦後は研究の進展をほとんどみていない。

制度論としてみても賃借人による借地上への改良投資と借地返還時における

改良の「残された価値」一一有益費回収の保障の制度的確立は，少なくとも戦

後農地制度上の固有の課題たるべきものであったといえよう。にもかかわらず，

この有益費問題が農地改革後 30年以上を経過した現段階で，独自の課題とし

て登場するのは，農地賃貸借の更新について法律上の保証がない短期賃貸借制

度の導入とい勺た農地政策の変更とかかわってである (3)。
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民法上は，占有物の返還に際しての占有者の費用償還請求権(民法第 196条〉

の規定をおき， 農地賃貸借にかかわる有益費償還も本来この原則(同法第 608

条で準用〕に従うのであり，土地改良法上も有益費償還条項をおいたが(4l，戦

後自作農制下での有益費問題は，農地政策上の独自の課題とは必ずしもなりえ

なかった。土地改良投資対象地の圧倒的部分が農地改革によって自作地化した

ことおよび強固な賃借権保護の農地法制(それは農地改革残存小作地を主たる

対象とした〉と不可分にかかわってそうであった。賃借権の長期固定化と離作

料慣行の普遍化が，有益費償還そのものをその中に埋没させ，有益費固有の展

開を著しく抑制したといえる。

戦後資本主義の発展・再編過程に包摂されての農業構造の改革(零細農耕の

打開，自作農主義から借地主義への転換〉への農地制度上の対応としての昭和

45年農地法改正，その後の農用地利用増進事業制度の創設〈昭和 50年)，農用

地利用増進法制定〈昭和 55年〉は，農地法で保護されていた賃借権を，所有権

優位の農地賃貸借状態へと変容させる過程であったといってよい(5)。さらに，

利用権の終了に際して離作料授受を禁止する行政指導は，他方で有益費償還ノレ

ーlレの確立を農地政策上の新たな課題として登場させざるをえないといった側

第1-1表設定時期別小作地面積〈推計〕
(単位:千ha)

昭和 50年 I 54 I 60 

小作地総面積 400 470 I 600 

農地法等により権利が設定された小作地 I 170 - 210 I 230 I 400 - 42⑪ 

昭和 45年以前に権利が設定された小作地 I150 - 160 I 140 I 70 - 90 

うち農地改革残存小作地 I : 1∞-110 I 100 I 50 - 60 : 

昭和 25-45年の権利設定の小作地 50 40 120-30 

昭和 45年以降に権利が設定された小作地 17 60 I 3∞ 
うち農用地利用増進事業によるもの | ー 10 I 2∞ 

/同一世帯内設定¥nnI 使用賃借による小作地 l~~ 11b. 7m r> ""-""-)1 -35 30 I 30 ¥を除く ) I uV  I 
請負耕作等ヤミ小作地 I 190 - 230 I 240 190 

注.昭和 50年数値は石井啓雄氏の推計によるく島本稿「農地移動の動向と今日の農地
賃貸借J0['不動産研究』第22巻第2号)， 54年は島本の推計であり， 60年は，その
後の動向から推計.

資料:日本不動産研究所『小作地IC係る耕作権割合の調査研究』から作成.
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第 1ー 2表賃貸借の増加・減少経路(全国〉

昭和 30年 3，982 I !問~I ふ 014 ο16，4171 /1 / 

35 2，690 : 14，096 I 5，203 {; 16，609: 

40 2，462 8，6ベ4.436 ム 11，660 / 

45 1，838 4.713 I 5，069 {; 7，944 / 50 5，909 11 2，328 I 3，792 ム 2∞

51 7，450 2，680 2，721 4，250 3，159 99.8 

52 9，352 2，796 2，270 4，452 i ( 230)1 5，196 98.1 

53 6，387 1，898 4，594 ( 540) 8，801 98.6 

54 9，865 15，670 1，804 4，048 3，160 15，523 78.6 

55 10，185 27，397 1.627 5，857 (3，7∞〉 26，398 50.0 

56 7，953 32，072 1，688 7，607 5，031 25，699 46.2 35.0 

57 6，818 43.327 1，761 7.551 10，312 30，519 41. 5 38.4 

58 6，059 40，362 1，268 7，378 11，269 26，506 42.5 41. 5 

59 12，636 24，402 43.6 43.7 

60 
5叶 18，869 19，067 44.9 46.7 

61 5.399 I 44.687 1 1.845 I 8，798 22，114 17，329 42.4 45.9 

注(11使用貸借ば農地法許可では除いているが，利用権には含んでいる.
(2) 小作地所有権移転は，当該小作人以外の者の取得は除外.
(3) 利用権の終了の( )は推計値.

資料 :r農地年報~， r農地移動実態調査』等.

面をもっていたといえよう (6)。

農地法制lの改変ともかかわって，農地賃貸借の現実は，残存小作地の消滅(7)

(第 1-1表〉と「非更新・否離作料」賃貸借としての利用権の拡大(第 1-

2表)といった構図にあるが，広範に存続する零細農耕の下で，利用権が借地

経営の安定的展開を保障する賃借権として形成されるには，なお遠いといえる。

近代的な賃貸借秩序形成の主要構成部分をなす有益費処理も農民相互間の初発

的事例は散見されるものの有益費償還ノレー/レは一般的には未確立であり，それ

への対応が求められる所以であろう。それはまた，資本主義的借地経営として

展開する条件下にない家族小農経営における未分離な労賃・資本と土地所有の
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対抗関係としての有益費問題として位置づけられる。

本稿の課題は，所有権妥協的利用権の今日的状況の下での有益費問題に関し

て法律的経済的側面から現状分析を行なうとともに，有益費償還規程を近代的

な農地賃貸借秩序形成展望の中で，用益権の主要な構成要素として位置づけ，

その展開方向を示そうとすることにある。

具体的には，第 1に，行政・政策論としての有益費問題の歴史的展開過程を

解明することである。有益費問題固有の研究は，戦前期の政府の小作立法の検

討とかかわって論議されている。寄生地主制下の有益費問題といった特殊性を

有するとはいえ，零細農耕制といった共通側面を有しており，今日の有益費研

究の素材をそこに求めることができる。

第 2に，民法規定，土地改良法規定，判例等を通ずる有益費償還の法律構成

を解明することである。有益費償還をめぐる領域は，経済学的側面からの研究

接近とともに，それが法律的権利関係を構成する以上，法律上の解釈，判例，

先例を通じての研究接近がなげれば意味をなさない。

第 3に，土地改良投資と有益費償還の経済的基礎を解明することである。借

地農業経営者と土地所有の対抗，そこでの改良投資の動機と「残された価値」

の回収の経済的基礎の解明は，また当然に不可欠である。

第 4に，以上の分析の上に立って，家族小農経営を基本とするわが国農業の

現実的な発展方向とのかかわりにおいて有益費処理のあり方について試論を展

開する。本稿は，以上の構成でもって論及されることになる。

注(1) これらの一連の研究をめぐっては， 白川清『土地投資とその組織J(農業総合

研究所，昭和 29年)，日高晋『地代論研究J(時潮社，昭和37年)，加用信文『農

業経済の理論的考察JI(お茶の水書房， 1965年)， 椎名重明『近代的土地所有』

〈東京大学出版会， 1973年)， 阪本楠彦『地代論講義JI(東京大学出版会， 1978 

年)，堀口健治『土地資本論JI(農林統計協会， 昭和 59年〉等があるが，本稿で

は有益費問題への接近との関連に限定して必要な範閣で，以下参照するにとどめ

る。

(2) 平野義太郎は，政府の小作立法の検討段階で，小作法案を批判して，有益費の

範囲等IC関し， 具体的!C例示しているが， 乙の点については後述。平野義太郎
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「小作立法上のー権利l乙対する基縫的考察JCW法学協会雑誌』第 44巻第 10号，

昭和 4年〉。

沢村康は， 政府の小作法案に対する批判を行なうとともに (W小作法と自作農

創定法jJ，改造社， 昭和 2年)，有益費の範囲に関しでも言及している (W農業土

地政策jJ，養賢堂，昭和 8年〉。

(3) 昭和 50年農業振興地域の整備に関する法律(以下「農振法」と略称〉の改正

によって制度化された利用権は，その期間満了とともに権利が消滅する法構成を

とっており，農地法で保護された長期固定的賃借権とは明らかに性格を異にする。

国会審議や衆参両院農林水産委員会の附帯決議では乙のような利用権の性格を考

慮して有益費償還の適正化が要請され，行政上も指導する方向は出されている。

(4) 土地改良法〈昭和 24年)は第 3条で土地改良事業参加資格者を耕作者原則と

し，償還すべき有益費については第 59条でその規定をおいた。

(5) 昭和 45年農地法改正による賃貸借規制の緩和は，①小作地の小作人専買の例

外措置，②小作地所有制限の緩和，③賃貸借の解約等の制限の緩和，④小作料統

制の廃止と標準小作料制度の導入等を内容とする。昭和 50年農振法の改正によ

る農用地利用増進事業上の利用権 (55年農用地利用増進法の制定による利用権も

同様〉は農地法の第 3条許可不要，小作地所有制限の適用除外，賃貸借の法定更

新の適用除外を内容とする。

(6) 改正農振法施行通達(昭和 50年)， 農用地利用増進法施行通達(昭和 55年〉

および農用地利用増進計函の「共通事項」では離作料排除の規定とともに有益費

償還の規定をおいた。しかし，それは極めて拍象的規定である。

(7) われわれの調査によれば，埼玉県下では， 昭和 45年農地法改正による flu年

以上の定期賃貸借の更新拒絶」での知事許可不要(農地法第 20条〉の条項を利

用した残存小作地引き上げが行政主導的!r.行なわれ，乙のため，期間経過ととも

に農地改革残存小作地が大幅に消滅しているが，そのような例は全国のかなりの

県で発生している。島本稿「首都近郊での耕作権の現状J(r小作地に係る耕作権

割合の調査研究jJ，日本不動産研究所，昭和 63年 3月〉。

2. 有益費論の展開

(1) 農地改革に先行する時期の有益費問題

戦後農地行政の展開過程で有益費問題が顕在化するのは，農地法での賃借権

の強固な保護に一連の変更が加えられる昭和 45年農地法改正，昭和 50年農振
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法改正による利用権制度の導入，昭和 55年農用地利用増進法制定といった一

連の流れの中でであるが，有益費に関し，戦後よりも研究，論議が深められた

戦前期の寄生地主制下での有益費問題の検討過程を確認し，その展開上に戦後

の有益費問題への接近を試みることとする。

①民法上の有益費規定

明治 3年から編纂がはじまる旧民法(1)では，賃借権は物権として構成され

(①登記なしでの第 3者対抗力，④譲渡・転貸の自由，⑮借地の利用変更の自

由等)，借地上に加えられた改良投資の「残された価値」の回収は，賃貸借の終

了に際しての有益費償還として処理できるのみならず，賃借権の譲渡・転貸を

通じて処理しうる場面を残していたといえる。しかし，この賃借権物権化構想

は地主的土地所有の確立の意図の下に排除され，現行民法(明治 29年法律第

89号〉では債権として構成される。

そとでの賃借権の終了に伴う賃借入の改良投資(有益費〉の回収は，有益費

償還請求権〈第 608条による第 196条の準用〉として構成され，賃借人が賃借

物件に有益費を支出した場合に，その返還に際して「価格ノ増加カ現存スノレ場

合」に限り，回復者の選択により「費Vタル金額」か「増価額」を償還せしめ

うるのである。

この二者択一に関し民法起草者の解説するところは以下のようである (2)。

「若ν其増価額費用ノ額ニ及ハナノレトキハ権利者ハ必ス Vモ其金額ヲ償還スノレ

コトヲ要セス又其費用特ニ有益ニνテ之ニ因リテ生νタノレ増価額却テ費用ノ額

ヨYモ多キトキハ権利者ハ尚ホ其増価額ヲ償還スヘキカ如ν卜雄モ不当ノ利得

ナノレモノハ元来正当ノ理由ナク他人ヲ害νテ己ヲ利スノレコトヲ得タノレニ因リテ

義務ヲ生スノレモノナノレカ故ニ仮令物ノ増価額ノ、費用ノ高ヨリ多キモ若ν権利者

ニνテ其費用額ヲ占有者ニ償還スノレトキハ占有者ハ重量モ損失ヲ被ムノレコトナν

故ニ権利者ノ利得ハ員IJチ之アリ卜雄モ敢テ之ヲ不当ナリト云フコトヲ得スJ。

すなわち，償還額は増価額をこえる必要はないし，占有者の損失額をこえる必

要もないとの見解であり，この民法上の有益費処理は，その限りで回復者(地

主〉の論理に即した立法措置であったとみてよかろう。
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かくして，民法上有益費償還規定が設けられた意味は重要であるが，寄生地

主的土地所有の圧倒の下での地主・小作関係において，この償還規定が機能し

て賃借入への有益費償還が固有の問題として処理された事例は極めてまれであ

った。それは農地改革前の土地改良投資が主として地主改良であったことや寄

生地主制の下で，小作権の確立しうる条件が，農民運動の進展にもかかわらず，

極めて弱かったことに原因していたといえる。

⑨ 行政，政策論としての有益費問題

政府による小作立法の本格的な企画は，大正9年農商務省に設置された小作

制度調査委員会〈以下「調査委員会J)に始まるがその背景には， 明治末期

~大正中期に至る地主的土地所有の分解的動向と大正中期からの小作争議の本

格的展開があったけ〕。明治中期にその確立をみた地主制も，その後の日本資本

主義の展開とともに分解過程に入り， 明治 41""大正6年にかけて，土地所有

者の絶対数での 115千戸の減少と中間層での分解がすすみ，以後は，小作争議

の抑制をも意図した自作農創設維持事業(簡易生命保険積立金融通〉の実施を

も反映して， 零細自作層の増加と 50ha以上地主層にまで及ぶ寄生地主制の分

解をみるく第 2表〉。

との間小作争議は， 1920年恐慌に前後して急速に増加し，大正末期で年間 2

""3千件，昭和期に入って，農業危機のなかで急速に増加し，昭和 10""12年

には年間 6千件を超える小作争議が発生する。争議原因は，初期の風水害等に

よる不作を主原因とした小作料減額等の要求から，その後小作地取上げ反対，

小作権確立要求へと展開し， 参加小作人数も大正末期で 15万人， 昭和初期に

若干減少するものの昭和 10年前後に再び 10万人を超える(第 3表〉。

かかる事態を背景として検討がすすめられた調査委員会の小作法案研究資料

〈大正 10年6月 17日，第 4回特別委員会提出〉は，政府内部で検討されたそ

の後の小作法案を含めて最も草新的なものであったとされており，①小作権の

第三者対抗力，⑥小作権の消滅の制限，⑮小作権の譲渡の自由，@相当小作料

の小作審判所による判定制度など，耕作権の確立を強く意図していた。

有益費に関しては，①小作地への小作人による必要費，有益費の支出に対す
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第3表小作争議の展開過程

主な争議原因
参 力日 参 力日 関係耕地

争議件数 風水皐病 小作権関
地主数 小作人数 面 積

虫他害その
係または

の不作 小作地引 〈人〕 〈人〉 (町)
上げ

大正9年 408 ... 5，236 34，605 26，813 

10 1，680 1，319 ... 33，985 145，898 88，681 

11 1，578 488 ... 29，078 125，750 90，233 

12 1，917 1，232 14 32，712 134，503 89，056 

13 1，532 1，021 25 27，233 110，920 70，382 

14 2，206 1， 380 172 33，001 134，646 95，894 

15 2，751 1，957 316 39，705 151，061 95，208 

昭和 2 2，052 1，038 432 24，136 91，336 57，453 

3 1， 866 882 461 91，474 75，136 48，255 

4 2，434 1，232 j 704 23，505 81，998 56，551 

5 2，478 567 1，002 14，159 58，565 38，787 

6 3，419 1， 171 1，307 23，768 81，135 I 59，490 
7 3，414 1，057 1，520 i 16，706 61，499 38，724 

8 4，000 646 2，275 14，312 48，073 29，648 

9 5，828 1，940 2，704 34，035 121，031 83，298 

10 6，824 2，451 3，031 28，574 113，164 70，245 

11 6，804 i 1，373 3，644 23，293 77，187 44，911 

12 6，170 1，116 3，575 20，236 63，246 38，809 

13 4，615 896 2，562 15，422 52，817 33，672 

14 3，578 563 1， 752 9，田5 25，905 15，473 

15 3，165 1， 484 11，082 38，614 26，823 

16 3，308 665 1，373 11，037 32，289 21，898 

注 大正8年以前の争議件数は 6年85件 7年256件 8年326件(内訳不明).
資料:細貝大次郎『現代農地政策史研究J(お茶の水書房， 1977年〉から作成.

る禁止又は制限契約の無効〈第 40条)，⑥小作人の築造した工作物その他の施

設についての地主に対する時価による買取請求〈第 38条)，⑮有益費償還がな

い場合の小作継続の容認(第 41条〉などを規定することを内容としていたは)。

しかしそれは，その後の調査会の審議の中で地主層とその代弁的委員によっ

て内容を弱められ， 小作立法そのものは， 大正 15年の小作調査会の設置によ

る再検討，昭和 2年の小作法草案，昭和 6年小作法案の国会提出(廃案〉等の
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数次にわたる企図にもかかわらず挫折した。

結局，小作権確立の道ではなく小作調停と自作農創設のための金融助成によ

って， 事態を切りぬける政策が選択されていくのである(大正 11年， 自作農

創設維持資金融通，大正 13年小作争議調停法，昭和 12年自作農創設維持補助

助成規則， 同年農地法案国会審議未了廃案〉。さらに戦時体制の強化のなかで

の昭和 13年農地調整法， 昭和 14年小作料統制令， 昭和 16年臨時農地価格統

制令，昭和 16年臨時農地等管理令の制定，昭和 17年以降の自作農創設事業の

整備等へと変転していく。

以上のような経過により，寄生地主層とその代弁者によって変容させられ，

「かくして，妥協的改善の小作法要綱乃至小作法案は，地主的反動の小作法案

修正意見と，農民組合の耕作権及び争議権の確立を基準とする小作立法の運動

の中間にあって，将来の問題として見送られた J(5)のである。かかる経過をた

どった小作立法案なのであるが，そこでの有益費規定に関し，現段階での有益

費検討とのかかわりにおいて，その特徴を以下で確認しよう。

各検討段階の有益費に関する規定と論議の主要な特徴は，以下のとおりであ

る (6)。

(a) 第 l次小作法案研究資料(大正 10年6月 17日，小作制度調査会第 4回

特別委員会提出)

「第 38傑 小作人カ契約又ハ慣習ニ従ヒ小作地ニ播種又ノ、栽植νタjレ作

物，築造νタjレ工作物其ノ他ノ設備ニジテ小作権消滅ノ際現存スノレモノニ

付テノ、小作人ノ、其ノ際ニ於ケル地主ニ対ν時価ヲ以テ其ノ作物，工作物又

ハ設備ヲ買取ノレヘキゴトヲ請求ス Jレコトヲ得

地主又ノ、前小作人ヨリ買受ケタノレ作物，工作物又ハ設備ニ付亦同ν」

(b) 第3次小作法案研究資料(大正 10年 7月168，小作制度調査会第 5回

特別委員会提出〉

「第 34傑 小作人カ小作地ニ客土，港紙，排水工事等ノ土地改良ヲ為ν

又ハ其ノ他ノ有益費ヲ支出ν小作地返還ノ際其ノ価額ノ増加カ現存ス jレト

キハ地主ノ、其ノ選択ニ従ヒ其ノ費用又ハ増加額ヲ小作人ニ償還スルコトヲ
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要ス」

(c) 小作法制定上問題トナノレヘキ事項ニ対スJレ方針案(幹事私案，大正 15年

7月 1日〉

「小作人ノ、地主ニ対ν小作審判所ノ判定ヲ以テ小作人ノ支払ヒタノレ左ノ

費用ノ償還ヲ請求スノレコトヲ得

1. 地主ノ負担ニ属スノレ必要費

2. 土地ニ附著セ νメタ jレ作物，工作物，土工其ノ他労費ヲ加へタノレ改

良ニ乙/:テ，地主ノ承認ヲ経テ(又ハ地主ニ通知Vタjレモ一定期間異議

ヲ述ヘナリジ場合ヲ含ム〕為νタJレモノノ費用(但iI土地返還ノ際現

ニ存スノレ限度内ニ於テ償還スノレモノトス)J

(d) 小作調査会特別委員会決定事項(大正 15年 10月 28日，小作調査会第

2回総会提出〉

「小作人カ小作地ノ為ニ支出ジタノレ有益費ノ償還ニ付テハ， 現行民法ハ

其ノ改良ヲ為スニ付地主ノ承認ヲ得ナノレ場合ニ於テモ地主ノ、之ヲ償還スJレ

ヲ要スノレヨトトセノレモ，此ノ如キハ紛糾ヲ生スノレ恐ア/レヲ以テ，小作人カ

地主ノ承諾ヲ得ア小作地ニ客土，濯翫排水工事等ノ為ニ有益費ヲ支出セノレ

場合ニ於テノミ其ノ小作地返還ノ際残存スノレ価額ヲ小作人ニ償還スヘキモ

ノト ν，只小作人カ右ノ有益費ノ支出ニ付地主ノ承諾ヲ得スジテ行フ慣行

アルトキハ地主ノ承諾ナキトキト雌小作人ハ右ノ償還ヲ受ケ得ノレモノト為

スコトヲ要スJ(傍点引用者〉

(e) 小作法草案〈昭和 2年 3月〉

「第 19傑 小作地返還ノ場合ニ於テハ賃借入ハ命令ノ定ムlレ所ニ依リ賃

貸人ニ対ν其ノ承諾ヲ得テ為νタノレ客土，濃翫排水工事等小作地ノ改良ノ

為ニ支出νタノレ費用其ノ他ノ有益費ノ償還ヲ賃貸人ニ対ν請求ス/レコトヲ

得

前項ノ規定ニ異リタノレ慣習アルトキハ其ノ d慣習ニ従フ」

(f) r小作法制定上規定スベキ事項ニ関ス lレ要綱」ノ取扱方ニ関スル審議経

過概要(昭和 11年 3月 12日，農政課〉
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「原案ハ不当利得ニ関ス jレ法理ニ反スノレヲ以テ之ヲ採ラヂノレコトニ決セリ

尚旧小作法案ノ如キ立法モ其ノ必要ナキコトニ決セ 9J (傍点引用者〉

以上が， 大正中期から昭和 10年代にかけての土地改良投資と有益費償還に

関する検討の推移の概要であるが(作物の収去・買取請求に関しての条文につ

いてはここではふれない)， 戦後の有益費問題への接近との関連において特徴

をみておけば，

第 lに，大正 10年 6月の第 1次小作法案研究資料(a)では，

小作人の土地改良投資に対しては，小作地返還の際に現存する時価でもって

地主への買取り請求を認め，第 3次小作法案研究資料〔周年 7月(b))でも地主

の選択による費用又は増加額の償還としており，いずれも土地改良投資に際し

ての地主の同意は不要としていた。 しかしこの案は日の目をみず，小作制度調

大正 15年に新たに設置された小作法研究会では， この進歩査会は解散した。

的内容を一転して， 大正 15年 7月 1日の幹事私案(c)では， 民法の原則(不当

利得法理)に反して地主の同意を前提とする改良投資に限って有益費償還を認

めるといった地主擁護的有益費処理規定へと変容したことである。その後農商

務省内での小作法案の再検討段階では， この民法原則に反する有益費規定は採

用しないことにするのであるが，同時に有益費に関する立法そのものも「必要

ナキゴトニ決νJ，以後農地法制検討上から有益費償還規定は消え去る。「必要

ナキコトニ決ν」の理由を明らかにしうる資料はないが，民法規定をも否定す

るような方向でしか検討されえなかったこの有益費規定のこれ以上の存置を断

念したのであろう。もちろん， それは地主・小作の対抗関係の解消を地主層に

妥協しつつ， 自作農創設維持， そのための農地取得資金融通の拡大の方向に政

策展開していったことと深くかかわっていたといえる。

第 2に， 償還すべき有益費に関しては， 当初検討段階(a)では， i現存スノレ…

...時価」 とし， (b)では， i其ノ価額ノ増加カ現存スノレトキハ……其ノ費用又ハ

其ノ増加額」としていたものを， 小作法草案(e)では， i改良ノ為ニ支出νタノレ

費用其ノ他ノ有益費」に変更されたことである。この間の経緯に関しては，梶

井功氏が整理しており， i増価については小作制度調査会の段階ですでにその
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把握の困難性が問題になっていたJ.I小作法草案では『支出νタノレ費用其ノ他

ノ有益費ノ償還ヲ……』と変った。増価は捨てられたのである」としている(7)。

しかし， 必ずしもそうではないのである。大正 10年第 5回特別委員会での岡

田嘱託の「増価額ノ判定ガ困リハセヌカ……」や(8h 大正 15年の小作調査会

第4回特別委員会の.末弘厳太郎委員の I(民法)第 196条ハ実際困難ナ規定デ

ア3マスJ(9)等の発言があるものの， 何よりも「費用の現存額」にすることを

主張したのは横井時敬委員であり，経営計算上の投下費用の償却概念で説明し

ようとしている。ただそれは「増加額」といった“把握困難"な要素を入れる

ことによって地主の負担が重くなることを警戒した地主代弁的主張が潜んでい

たといえそうである (10)。その後の小委員会では「残存ス jレ費用」との修正案を

出し， それを論議の結果. I現存スノレ増価額」に再び変更し， 最後に妥協的に

「残存スノレ価額」とした経緯をたどる(11)。そして，答申された要綱(上記(d)と

同内容〉を受けての小作法草案(e)では「改良ノ為ニ支出νタノレ費用其ノ他ノ有

益費ノ償還ヲ……」とし，ここではむしろ「増価額」を基本にしつつその算定

を命令に委ねようとしたと解される(12)。

以上が農地改革に先行する時期の政策上の有益費検討の経過と内容であるが，

寄生地主制の下で有益費規定そのものは結局のところ制定されなかったのであ

った。なお，賃借権そのものについても農地調整法(昭和 13年)ではじめて

第三者対抗力，解約制限条項がもり込まれるといった賃借権保護規定の遅れが

みられるのであるが，それは寄生地主的土地所有の下での農業の資本主義的発

展の欠如とも深くかかわっていたのであるo

都市における借地・借家が，明治末期にすでに不動産賃借権の対抗力につい

ての民法の一般規定(法第 605条不動産ノ賃貸借ノ、之ヲ登記νタノレトキハ雨後

其不動産ニ付キ物件ヲ取得νタjレ者ニ対νテモ其効力ヲ生ス〉では，その貸借

が中断される事態が多発生したため(地震売買の多発)明治 42年に建物保護

に関する法律の制定〈借地上の建物登記によって登記なき借地権も第三者対抗

力付与，地主の同意不要).さらに大正 10年借地法，借家法の制定(登記なき

借家権の第三者対抗力の付与).昭和 16年改正による解約制限，法定更新条項



14 農業総合研究第 42巻第 4号

の追加へと強化され，資本の活動を保証するかたちで借地，借家権が保護され

てくることと対比をなす。

③ 小作人側の主張する有益費

政府の小作法案検討の推移に対応しての地主団体の意見は“地主の同意を前

提とする改良とその価格が現存する限りにおいて地主の選択で費用又は増価額

を償還させる"といった主張につきるのである(13)。これに対し小作人側の主張

やそれを支持する政党の有益費をめぐる要求はかなり多く出されている。

小作争議等農民運動の高場の中で大正 11年4月に日本農民組合が設立され

るが，農民組合は，地方単位での各種の団体の組織化や合同・合併，分裂がそ

の後もくりかえされる(ここではそれらの動向や各農民運動の詳細にふれるこ

とは主題との関係上省略する〉。各農民組合組織はその性格をも反映して小作

権の確立等でその要求内容に一定の差はあるが，有益費に関する要求の点で決

定的な差異があったふうには思われないので，ここでは公表時期等が明確な要

求のうち主要なものについてのみ示す(14)。

グ) 労働農民党(日本農民組合)，小作法要綱修正案(大正 15年日月〉

「有益費の償還の項中地主の承諾を傑件とせずかっ有益費として肥土搬

入耕土深度増大地力保持費等を加ふベし」

(イ) 日本労農党，小作法案ニ関スノレ声明書(大正 15年 11月〉

「有益費ノ償還請求権ハ現行民法スラ認ムノレ所テアノレノニ地主ノ承認ヲ

要スノレモノト改悪スルカ如キハ時代ニ逆行スノレ立法テアノレ，有益費償還請

求権ヲ明確ニ規定ν土地ノ増加額ト費用卜ノ選択権ノ、小作人カ有スノレコト

ニセネハナラヌ」

(ワ) 全国農民組合，小作法要綱(昭和 5年 1月〉

「小作地返還ノ場合ニハ地主ハ次ノ諸項目ニツキ賠償セネパアラヌ

①小作地返還ノタメノ収入減少ニ対スル賠償，②土地改良ノタメニ投ジタ

ノレ費用及労働力，③田畑ノ設備，④農舎牛馬農具ノ買収，⑤作付中ノ作物，

@其ノ他一切ノ費用」

伺全日本農民組合，小作法案要綱(昭和 5年 1月〉
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「耕作権ノ解消ヲ求メシトスノレ場合ハ左ノ対価ヲ支払ブペキモノトス

④土地改良，耕地設備，対価ト νテ土地売価ノ三分ノーヲ下ラずノレ価格ノ

賠償，⑥耕作物，耕作用農具ノ相当賠償，①失業的地位ノ発生ニ対スノレ相

当賠償」

伏) 全国大衆党，小作法草案(昭和 5年 9月)

「小作人ガ小作地ニ客土， 濯j既， 排水工事等ノ土地改良ヲ為ν又ノ、其他

ノ有益費ヲ支出ν小作地返還ノ際其ノ価額ガ現存ス/レトキハ地主ノ、小作人

ノ選択ニ従ヒ其ノ費用又ハ増加額ヲ小作人ニ償還スノレコトヲ要ス」

約) 社会大衆党，小作法案(昭和 10年 2月，第 67議会提出〉

「小作人カ小作地ニ客土，港紙，排水工事其ノ他ノ改良ヲ為ν又ハ其ノ他

ノ有益費ヲ支出ν小作地返還ノ際其ノ価格ノ増加カ現存スノレトキニ地主ノ、

小作人ノ選択ニ従ヒ其ノ費用又ノ、増加額ヲ小作人ニ償還スノレコトヲ要ス」

各団体，政党によって若干の差をみるものの，その基本は，小作人の改良投

資の自由の保障と残存する増価の小作人の側の選択による回収(償還〉の保障

の要求であったが，同時に「離作料」が要求される。

有益費償還請求は，本来的には農業の資本主義的発展の過程で，資本が土地

所有との対抗の中で，自己を主張するー要素として作用しうる性格のものであ

る。しかしながら，零細農耕下での小作人の要求は，有益費償還請求にとどま

らず，離作料要求の側面も極めて強い。寄生地主的土地所有下の農地賃貸借は，

直接生産者たる小作人の労働力再生産限界を限度として搾取する高額・高率小

作料と地主の小作地引上げ自由，経済外的強制の側面をももった小作関係にお

かれ，小作人の土地改良投資は極めて限定的であったし，小作人の改良投資に

対する「補償」も，一定年限の小作料減免(鍬下年季)や，涙金的作離れ料等

の中で処理されていたにすぎない。そこでの小作農民の要求・運動は，切り込

まれた労賃部分の取り戻しとしての生存権・生活権を確立する闘争として，小

作料減免，小作地取上拒否，小作権確立，さらには離作に際しての所得補償的

離作料要求といった小作争議として展開する側面を持った。有益費固有の償還

請求へと展開する条件には必ずしもなかったのであり，それは寄生地主層と零
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細小作農層との対抗の必然的結果であって，行政における制度検討との聞に一

定の事離を生ぜざるをえなかった。

(2) 戦後農地行政下の有益費

①土地改良法上の有益費規定

農地改革は，所有を耕作に基本的に一致させた巨大な土地改革であったが，

零細農耕そのものは揚棄しなかった。それはまた，基本的には「上からの改革」

でもあった農地改革の限界として，都府県平均 1町歩(北海道4町歩〉を限度

として在村地主に小作地保有を残したが故に，農地改革後も零細地片の賃借で

はあるものの旧来の地主・小作関係が引き続き広範に残存した(日)(第 4表〉。

第 4表農地改革前後の小作地面積および買収・売渡実績

|宙作遣|農地面積|小作地率 I575|配管
千町 % 千戸 千戸

2，368.2 5，155.7 45.9 ... 
昭20.11.23 北海道 353.6 725.9 48.7 ... ... 

都府県 2，014.6 i 4，429.8 45.5 ... .. 

514.7 5，200.4 9.9 2，726.5 1，454.4 

昭25.8. 1 北海道 45.8 747.8 6.1 52.3 25.0 

都府県 468.9 4，452.7 10.5 2，674.1 1， 429. 4 

|小作両五示品i計

田上畑
l 千町|

{全国 1，127.3I 

売渡農地J J~ "'" "" I ro ， I 
(昭 25.S.ij北 海道 68.4'

現在) l都府県 I 1，058.9 

注(1) 買収農地計には不耕作地を含む.
ロ) 所属替等農地があるため，買収売波面積は一致しない.

資料 :r農地等開放実績調査J(農林省農地銀，昭和 31年).

1.1 

447.3 
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農地改革においては，地域慣行的に行なわれていた聞こん，干拓等への小作

人の参画や農民運動の結果をも反映して定着していた慣行小作権については，

それを分割所有権として把握し，買収・売渡しを行なったく農地所有者に対し

ては買収対価が割り引かれ，慣行小作権所持者にはその割り引いた対価で売渡

したが， その割合は， 富山県の慣行小作権で政府買収価格の 60%.香川県の

甘土権で 30""10 %.愛媛県の相免権で 25%であった〉。しかし，小作人の改

良投資の未回収部分としての有益費に関しては考慮していない。それは，“把

握困難な有益費"といった問題とともに，寄生地主的土地所有と零細農耕の下

で，投下資本の回収といった近代的な用益権の確立をみなかった戦前期の農地

賃貸借の処理(解放〉の必然の結果でもあった。

農地改革後の土地改良事業は， 土地改良法(昭和 24年， 法律第 195号〉に

従うところとなる。土地改良法は，明治期以降の寄生地主制下での地主による

土地改良制度として立法された耕地整理法〈明治 42年)を否定し，土地改良

事業参加者(土地改良法第 3条資格者〉を耕作者(小作地にあっては賃借人)

に変更した。農地改革によっての地主的土地所有の解体と圧倒的多数の自作農

の創設，改革後残された残存小作地に対する強固な耕作権保護規定(農地調整

法の改正， 昭和 21年〉の下で，賃借入の土地改良事業参加は農地行政の当然

の選択であったといえる。

ここでの有益費償還規定詰賃借入の土地改良投資の回収をめぐっては，土地

改良法第 59条で「土地改良事業に賞された有益費を民法の規定により償還す

る場合には，償還すべき額は，同法第 196条第 2項本文の規定にかかわらず，

増価額とする」と規定した。償還すべき有益費は増価額とすると打ち出したの

であり，戦前期の「費用の残存分」へのこだわりはここでは捨てきったのであ

った。この有益費償還規定は土地改良法にいう土地改良事業の実施の結果とし

ての有益費に限定しており，したがって土地改良事業以外の改良投資の有益費

償還は民法の規定するところに従うのは戦前期と同様である。

増価額を採った理由の説明を，農政当局は次のように述べている。

「……民法の原則の例外を認め， 増価額に限ることとしたのである。なぜな
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ら，一方において事業に参加しなかった回復者が選択権を行使して不当に利益

を収める(事業費に比し効果が著しかった場合に事業費相当分だけを償還す

る〉ことは前条の趣旨と矛盾するし，他方において返還者は自己の責任におい

て事業を行い，かつ前条の保護規定もある以上増加額の償還だげを受けうる

〈事業費に比し効果が少なかった場合にも増加額のみの返還を受けうる〕とす

ることをもって足るからである-…(16)Jo r費νタjレ金額」を排除した理由を明

らかにしている資料はないが， 昭和 23年 8月検討の農地改良法案ですでに償

還すべき有益費は増価額としており (171，土地改良事業が補助金を前提として

仕組まれる中で，補助金による増価分を国家が徴収しない場合に，地主の選択

によって地主に制取されることを防止する「耕作者保護」の意図が反映してい

たとみられる。

農地改革実施中の昭和 24年の農政局長通達で指導する賃貸借契約書中でも，

賃貸借物件に関する修繕改良の負担と返還時の「借主に支払うべき補償額Jを

定めることにはなっていたが(18)，実態上それが機能した例はほとんどなかっ

たとL、ってよし、。

土地改良事業の場合の「増価額」による有益費償還とその他の改良投資〈土

地改良事業によらない自己改良等)の場合の民法規定による「費νタル金額」

か「増価額」かの選択による有益貴償還といった法律運用上のこの差異は，借

地上への改良投資とその回収をめぐる制度上の問題として，本来論議されるべ

きものであったのだが，上記の解説や回答，賃貸借契約上の指導があったにも

かかわらず， それがごく最近，われわれの検討開始(19)までほとんど論議され

ることなく推移してきたし，実態上も問題の発生をそれほどみ℃こなかった。

その点に関しては次節でみる。

② 賃借権強化の法構成と有益費の非自立化

農地改革に先行する時期，寄生地主制下の小作農民層の闘争の結果としての

小作権の確立は，寄生地主的土地所有と零細農耕の下での高額・高率小作料の

取り戻しの結果としての分割所有権と化する側面をもっており，近代的借地経

営における改良投資と「残された価値」の回収を保障する用益権の確立として



現段階における有益費問題 19 

は展開しえなかったことは既にみた。

農地改革後の有益費の処理が，土地改良法上はかかる分割所有権的側面をも

った耕作権としてではなく，有益費独自の構成として位置づけられた。にもか

かわらず，戦後農地改革後の零細自作農体制下においてもまた有益費固有の展

開をみなかった。それは， 戦後の農地法制と農地行政運用， これとかかわっ

ての税制・公共補償等の諸制度やその行政運用の下で形成をみた離作料慣行，

「耕作権の価格化」現象の中への有益費の埋没であったということができる。

農地改革が基本的に終了する時期，農地法制の恒久化立法要請のなかで，昭

和 27年にそれまで相互関連的に運用されてきた三法令〈自作農創設特別措置

法，農地調整法，自作農創設特別措置法および農地調整法の適用を受けるべき

土地の譲渡に関する政令〉を統合整備して農地法が制定される。そこでは，農

地賃貸借の規制に関して， ⑦小作地の小作人専買権(第 3条)， (D小作地所有

制限一一不在地主の禁止と在村地主の保有限度制限(第6条)， @保有限度を

超える小作地の政府による買収(第 9条〉と当該小作人への売渡〈第 36条)，

@政府買収価格の統制u(第四条)，②賃借権の第三者対抗力の附与〈第 18条)，

@賃貸借の法定更新〈第 19条)，⑤賃貸借の解約等の行政庁許可制と許可の制

限(第 20条)，⑦小作料の統制(第 21条)，⑦小作料の定額金納制(第 22条)，

⑤小作料の誠額請求権(鷺 24集〕等を規定しており，戦前期の農地調整法に

よる賃貸借規制とは隔絶した強固な耕作権保護規定として構成された。

とりわけ，小作料統制とそれを基礎とする政府買収地価統制Ij(それは近代的

土地所有の下での資本制借地経営を擬制してのあるべき地代水準の想定とそれ

を最高額とする小作料統制，その資本還元値としての自作収益地価水準での政

府買収地価統制であった)は，現存する零細経営での実勢地代水準作IJ潤 (m)

のみならず，労賃 (V)にまでくい込み地代化させる側面を持つ〉およびそれ

を基礎とする自作地実勢地価との聞に決定的格差を生む(初)。当時の農地行政

当局は，自作収益価格たる政府買収地価と自作地実勢価格との格差を，

自作地価格=地代徴収権価格〔小作地価格)+耕作権価格

と位置づけ，強調したのであった(21)。
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農地法の中には耕作権の価格化や賃貸借の解約に伴う離作料授受の規程はな

かったし，今もない。にもかかわらず，農地法と農地行政による耕作権保護の

強調，および現実にも成立の経済的根拠があるゆえに発生した対価性を持った

耕作権は，他の諸制度一一税制および各種補償基準における耕作権評価の場で

価格形成が具体化されてくるのであり，それがまた耕作権の価格化現象の一般

化を促進する側面を有していた。

土地関連税制としての①富裕税評価(昭和 26年)，②固定資産税評価(昭和

26年度評価)，③相続税評価(昭和 28年〉では，いずれも耕作権価格を評価し，

各種公共補償制度〔①駐留軍の用に供する土地等の損失補償要綱(昭和 27年)，

②電源開発に伴う水没その他による損失補償要領(昭和 28年).③土地改良事

業に伴う用地の買収および損失補償要綱(昭和 35年).④公共用地の取得に伴

う損失補償基準要綱(昭和 37年)Jにおいても耕作権価格が織り込まれたので

ある。補償の現実は，耕作権価格+農業補償が離作料名儀で賃借人に収受され

るのであって，このことを通じて農業補償を含む自作地補償価格の何割が耕作

権の補償であるといったような理解が一般化されてくる。さらに，高度経済成

長下で著しく拡大した公共用地需要やそれに加えての企業等の大規模農外開発

の増大の中での離作補償が地域の地価の分け前的な離作補償慣行の成立と拡大

に大きく影響を与えてきたことはまちがいない(22)。

耕作権の価格化現象形態は，①自作地に対する小作地価格差，②耕作目的の

解約での離作料，③転用目的の解約での離作料として発現するのであり，その

「価格」の割合は自作地価格の 30.......40%.地域によっては 50%を超える状況

にあった(第 5表)。イシブレと農地価格の一般的上昇に加え，この耕作権「価

格」割合の高さは，土地改良投資の「残された価値」としての未回収分の評価

そのものを顕在化させなかったのである。加えて，農地賃貸借期間の長期化と

圧縮された小作料最高額統制の下で，投下資本の現実的回収がなされたことに

よりなおさらそうであった。

農地賃貸借固定的な農地制度運用と現実的に有益費問題が発生しない状況の

下で，研究の分野においても農地制度，農地政策に関する多数の研究のなかに
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第 5表耕作権の現象形態の水準と動向および地帯差

|昭和畔I35 I 36 I 37 I 38 39 I 40 I 41 

34.9 35.6 39.2 34.8 40.2 33.2 36.4 36.9 

る作地の価平坦 40.7 39.5 39.5 37.4 41.1 40.7 36.1 37.0 
格差割合 山間 28.5 30.2 31.1 32.9 26.8 28.3 30.9 32.2 

35.2 28.2 18.7 31. 9 33.4 37.6 36.5 23.1 

約の 離 料 割 平 坦 27.3 34.5 20.5 36.4 34.0 34.3 37.7 44.3 

合 山間 25.0 23.2 15.7 28.6 27.6 29.3 34.3 39.1 

38.0 33.3 32.6 33.2 32.8 36.4 37.3 I 35.1 
約の離作料割平坦 44.7 43.7 54.5 41. 7 40.2 42.6 43.6 i 42.4 
合 山間 37.8 36.4 35.6 33.0 36.9 32.1 36.1 i 37.1 

I 42 I 43 I 44 I 45 I 46 I 47 I平均(34-47年〉

36.6 35.6 37.0 35.2 38.4 36.0 36.6 

る小作地の価平坦 44.0 33.9 41. 8 52.3 45.7 41. 5 42.0 
格差割合 山間 30.7 30.4 31.1 33.1 33.1 31. 9 30.8 

40.3 …l田 9

23.5 31. 6 30.7 

約の離作料割平坦 51. 3 30.0 39.7 38.3 

合 山間 29.5 28. 9 I 32. 8 I 44. 8 33.4 46.2 33.1 

35.9 33.1 35.5 34.8 

約の離作料割 担 44.3 44.3 43.5 44.1 
三ぅ 間 37.5 37.8 38.8 36.5 

(自作地価格一小作地価格〉
注(1) 自作地に対する小作地価格差割合(%)=中田の

自作地価格

一回の耕作目的の解約の耕作料額〈普通〉
耕作目的の解約の離作料割合(%)一一一← ー←一一一

中国の自作地価格

一回の転用目的の解約の離作料(小作人取分〉
転用目的の解約の離作料割合(%)ー

回の転用目的売買価格

(2) 転用目的の解約の離作料割合の平均は昭和 34-44年平均値である(それ以外の

年次は調査を欠く).

資料:全国農業会議所「田畑売買価格等に関する調査J(島本稿「戦後における耕作権

問題Jr土地制度史学』第 79号〉から作成.

あって，わが国の有益費問題への接近はほとんどなされてこなかったのである。

この有益費問題の登場は，農地法制の変容とかかわってであった。
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(3) 構造政策の展開と有益費問題の登場

① 行政的要請

有益費問題が， 制度上改めて検討を要請されるのは， 昭和 50年の農振法改

正を画期とする(制。農地法のパイパス措置による農地流動化促進策として位

置づけられた農用地利用増進事業による利用権が，農地法第四条(賃貸借の

法定更新〉の適用除外〈結果としての農地法第 20条の許可不要〉 とされたこ

とによって，賃借入が行なった賃借土地への改良投資の「残された価値Jの解

約時〈利用権の終了時〉における回収問題が新たな政策課題となる。

昭和 45年農地法改正に伴う 10年以上の定期賃貸借の更新拒絶や合意解約が，

知事許可不要(これに代えて農業委員会への解約等の通知〉となったことにより，

本来，有益費が政策論議の対象となってしかるべきであったにもかかわらず，

ほとんど検討されてこなかった。 110年以上の定期賃貸借」の期間の長さのた

めに，あるいは「合意解約」による合意の当然の前提としての当事者間の有益

費処理(前述の賃貸借契約における特約等〕にまかせることによって処理しう

ると行政が判断したのかもしれない。

昭和 50年の改正農振法施行に際し℃は， 利用権設定が市町村が関与する計

画的・集合的権利設定であるとしても，それが短期賃貸借の繰り返しであるこ

とを考慮して，改良効果が長期にわたる土地改良事業への参加(第 3条資格者〕

は，土地所有者(貸人〉とすることを農水省は指導したが，同時に，利用権終

了時の離作料の一般的禁止の指導ともかかわって賃借入がした改良投資の有益

費処理については，特約による償還と不調の場合の市町村(農業委員会〕によ

る「有益費の認定」を指導した(24)。しかし，この点に関してのより具体的な指

導や理論的解明は先にもちこされたのである。

農水省では，国会審議， 国会附帯決議をも受けて， 昭和 50年以降 2度にわ

たり研究会が組織されて検討が加えられ一定の理論的前進をみる。がしかし，

検討を要する課題もまた残している (25)。

② 実態的要請

農地改革が一応の終了をみる昭和 25年 8月時点の小作地面積は 515千haで
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第6表借地面積・借入農家の階層変化(都府県)

借入耕地(千加) 借入農家数(千戸〉

昭和初年 |ωl50! 601 4 0 1 5 0 1 6 0  

総数 14倒 .3(9.2引252.41211.8 254.5( 7.1)1 1， 49ヴ.引 993.3 1770. 0(18. 0) 

0.3ha未満 144.7(20.2引 23.到 14.01 9.0( 4.9)1 240.割 155.6 1103. 8( 9. 5) 

都 1o. 3 ~ O. 5 1 60. 1(1広2到 35.引 21.5113.8( 4.8) 

i 1 o. 5 ~ 1. 0 1156.4(11. 0)1 93.到 57.0141. 8( 5.0)1 557.0; 324.9 1214.8(18.2) 

経 11.0 ~ 1. 5 1 92.1( 7.8)1 60.割 45.0 ~ 41. O( 5.8)1 287.引 185.0 1139. 5(23. 9) 

員11.5 ~ 2.0 i 35.0( 5.5)1 26.0:泊 .4i 34.6( 6.8)1 103.9i 88.6 1 84.5(28.1) 

模 12. 0 ~ 2.5 I 10.8( 3.7)! 8.6! 16.61 26.0( 7.7)1 30.81 39.6 1 48.3(31. 4) 

別 !2.5 ~ 3.0. 3.3( 2.7)! 2.7: 9. 2!19. 6( 9.0)! 8.81 17.3! 28.0(34.9) 

3. 0 ~ 5.0. 1. 7( 4.8)1 i _ J 13.41 40.2(11.9)1 i . J 16.3 1 38.0(40.9) 

5.Oha以上 l 仏 1(0.9)[ J ~・ ~I 6. 31 28.6(20.5)1 J ・ ~I 2.6 110.1(52.8) 

全 国 1465.7(9付加 11245仰 .9(7.0)1山 3.31川 0中90.0(18.1)

注. ( )内は借地率，借入農家率で単位は%.

資料:農業センサス

あり〈前掲第 4表)， 借入農家の圧倒的部分は零細農家層であったが， その後

の農地改革残存小作地の解消(小作人による自作地化を主流としつつ，農地法

制上の賃貸借規制の緩和とともに解約の増加の方向， 昭和 45年を転機とする

両者の逆転(前掲第 1-1. 1-2表〉と農家労働力の変化や農業内外諸条件

の変化に対応しての農民層の分解， 減少とそこでの上層での借地増加の中で

(第 6表)，借地上での改良投資の必要が，地域一帯的土地改良事業や未墾地賃

貸借による農用地造成事業のみならず，新しい経営展開にとって必要とする個

別経営借地への改良投資の面をも含めて強まってきている。それは 70万 ha

を超える水回転作対応としての簡易な排水改良や客土，荒廃畑の抜根改良，樹

園地貸借と果樹木改植など多様なかたちですすんできている。

その場合，農民相互間の有益費処理の取り決めの例など有益費償還への初発

的取り組みの例は増加してきているが舗にそれらに関する理論的接近は極めて

不十分な状況にあり，その理論的，実践的な解明が求められているといえる。

制度的要請と，農地賃貸借構造変化の下での実態面からの要請一一この 2側面

において有益費問題が現実的政策課題となってきている。かつての構造固定的
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零細農家層の「耕作権」擁護から経営発展的農家層の用益権の確立，経営権の

安定といった今日の行政的，実態的要請とそれは深くかかわっている。

注(1) 周知のとおり旧民法は，フランス民法を原型としたものであり，ボアソナード

により原案が作成されたブルジョア民法としての性格を有していたのであるが，

地主的土地所有の確立をねらう勢力によって施行を延期され，日の目をみなかっ

た。

(2) 梅謙次郎『民法要議J(法政大学，明治 33年)。

(3) 細貝大次郎『現代日本農地政策史研究J(お茶の水書房， 1977年)， 265ページ。

(4) 農地制度資料集成編纂委員会『農地制度資料集成」第4巻(お茶の水書房，昭

和43年)，解説 34ページ， 147 ~ 155ページ。

この小作法案研究資料等の小作制度調査委員会での審議等を通じ小作法案の擁

護に努めたのは，末弘厳太郎委員と石黒忠篤幹事のみであって，他の委員の圧倒

的部分は地主代弁的であり，以後の小作法検討においてもそれは色濃く出てくる

(資料集成第 4 巻解説 36~38 ページ〉。

(5) 農地改革記録委員会『農地改革顛末概要J(農政調査会， 昭和 26年)， 87ベー

ジ。

(6) 農地制度資料集成編纂委員会，前掲書，第4巻および同第5巻(昭和 43年)，

同第7巻(昭和 47年〉による。

(7) 梶井功「農地賃貸借と有益費J(阪本楠彦編『土地価格の総合的研究J，農林統

計協会，昭和 59年)， 342 ~ 344ページ。

(8) 農地制度資料集成編纂委員会，前掲書，第4巻， 255ページ。

(9) 同上， 700ページ。

仰 向上， 700~726 ページ。横井の「費用額の残額」に関する主張点をみておけば，

「費用ヲ投ジテドレダケ土地価格ノ増加ヲ来タシタカヲ知Jレコトハ困難デアリ 7

ス，実際ハ投ジタ費用額ノ残額ヲ償還セシムル様ニセネパ評価ガ出来ヌデアリマ

セウJí~其ノ費用又ハ増加額』ト云フコトハ面白クナイカラ其価額ノ残ヲ卜云フ

コトニシタイ J，r例へパ百円デ造ッテソレガ十年掛ッテ使ヒ切ルモノナラパ五年

経ッテ居レパ五十円払フト云フコトデアリ 7 ス」と述べている。

Ull 同上， 722~ 726ページ。

凶 昭和 2年の「小作法草案義解」では，有益費の償還について， i……有益費/

為メニ小作地カ如何程増額シタ Jレカハ取引上ノ観念ヲ基礎トス Jレ客観的標準ニ依

リテ之ヲ決スヘキモノトスノレモ，具体的場合ニ於テハ其ノ算定極メテ困難ナルモ

ノアレハ，本係ハ命令ヲ以テ有益費償還請求額ノ具体的算定ノ標準ヲ定メ，此/

限度ニ於テ償還請求ヲ許スコト hセムトセルモノナリ H ・H ・」として行政が「増加
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額Jの算定基準を定めることを予定し(同上， 934ページ)，昭和 6年 2月の小作

法案国会提出に際しての質疑応答集では， i……本篠ハ賃貸人ノ承諾ヲ得タルモ

ノハ其/承諾ヲ得ザノレモノト区別シ，承諾ヲ得タ Jレモノハ出来得Jレ限リ合理的ニ

且成Jレベク簡易ナJレ手続ニテ速カニ賃借人ニ償還セシムJレガ為ニ其ノ償還ニ関ス

ル詳細ヲ命令ニ譲リ……J，i……又支出セル費用ヲ償還セシム Jレハ却テ不合理ナ

ル場合ヲ生ズベシ」として増加額算定への接近を意図していた。国会審議(昭和

6年 2月，衆議院第四回小作法委員会〉においても政府答弁で「……償還ヲスベ

キモノハ是ハ支出シタノレ金額デハナイノデアリ 7 ス，命令の定ム Jレ所ニ依リ 7 シ

テ支出シタ Jレ金額其他ノ有益費ヲ償還サセJレノデアザマスガ，其償還ス Jレ場合ノ

有益費ノ計算法ニ付テハ，命令ヲ以テ決メ Jレ積リデアリマス，随テ其支出シタノレ

金額ヲ返スノデハナイノデアリマシテ，建前ハ現存利益ヲ返サセJレト云フ建前デ

行ッテ居リマシテ，……Ji..・H ・大体/数字ハ投下致シ 7 シタ費用ニ大体其改良ガ

ドレ位ニ改良ノ効果ガアノレト云フコトヲ見極メ 7 シテ，其年限カラ既ニ経過シタ

Jレ年限ヲ引去リマシタ年数， J!Pチ残存年数ニ対ス Jレ改良ノ効果ヲ基本ニ致シマシ

テ決メサノレ積リデアリマスJ(前掲書，第 5巻， 138~139ページ， 512~514ページ〉。

(13) 1:ことえば大日本地主協会，岐阜県農事協会，新潟県北蒲原郡地主会，岡山県地

主団体などの動き(前掲書第 4巻〕。

(1品前掲書，第 4巻，第 5巻。

(1日 農地改革は，自作農創設特別措置法による第 1回(昭和 22.3.31)から第四回

(昭和 25.7.2) までの買収によって小作地を中心とした 174万 haの農地を強制

買収し，この他旧皇室財産，物納財産，各省所管国有農地等の所管換・所属替 19

万 haと合わせて 190万haの農地を解放した〈昭和 25年 8月 1日現在〉。農地改

革が基本的!C終了した昭和 28年 8月 1日現在で全国に 52万haの小作地〈小作

地率 9.9%)が残り，この小作関係にかかわる地主は延ぺ 145万戸，借入農家は

延ぺ 273万戸であった。(農林省農地課『農地等開放実績調査J，昭和 31年〉。

(1日 農地局監修「土地改良法解説(新版)J(全国土地改良事業団体連合会，昭和 61

年)， 206ページ。

(1司 土地改良制度資料編纂委員会『土地改良制度資料集成』第 1巻， 473ページ。

(18) 昭和 24年 1月4日付 24農局第 1号農政局長通達。乙の賃貸借契約事例ば，そ

の後(昭和 27年農地法施行時，昭和 45年農地法改正時〉も模範例として示され

ている。

同 有益費問題iこ関する小研究会(昭和 50 年 9 月 ~53 年 3 月，中江淳一座長〉お

よぴ有益費算定方式研究会(昭和 56 年 4 月 ~62 年 3 月，梶井功座長〕で検討。

仰) 島本稿「戦後における耕作権問題J(土地制度史学会「土地制度史学』第 79号，

昭和 52年)， 17~ 19ページ。



26 農業総合研究第42巻第 4号

凶 乙の点について五十棲藤吾氏ば， r乙の場合の耕作権価格は，かつての慣行小

作権とは異なる。慣行小作権は局地的特殊的なもので地代徴収権の内枠であるが，

農地改革以後の自作地と小作地の差別的待遇は，低率小作料をテコとする農地の

二重価格性の公然化，自作地価格からの耕作権価格の分離を理念する」と述べて

いる (1954年 2月)，土地制度史学会農地改革総合研究会での報告 cr土地制度史

学』第 1巻第 1号)， 9 ~ 13ベージ。

ω 島本稿，前掲書， 4-7ページ。

岡 昭和 50年，農振法改正での衆議院農林水産委員会の附帯決議は，有益費に関

して. r利用権の設定に当たっては，耕作者の経営の安定が期されるよう利用権

の存続期間及び継続設定等につき十分配慮するとともに投下した有益費の公正確

実な回収が図られるように指導すること」としている。参議院農水委でも同様の

決議をし， 昭和 55年の農用地利用増進法の制定に際しての衆・参農水委でもほ

ぼ同内容の附帯決議をしている。

白品 農振法の一部を改正する法律の施行について(昭和 50年 7月 15日，農林事務

次官通達). 農振法の一部を改正する法律の運用について〈同，構造改善局長通

達)，農用地利用増進規程試案及び農用地利用増進計画試案(構造改善局作成)等

による指導。

。日 「有益費問題に関する小研究会」では「暫定的とりまとめJ(有益費算定につい

ては 4方式を提示〉を行なったが，それを公表して行政的に具体指導するには至

らなかった。また.r有益賞算定方式研究会」の報告書は， r暫定的とりまとめ」

の成果を受けて， 検討を深め， r増価額」を基本とする有益貧算定方式を示した

が，同時に，若干の今後の課題を提示している(全国農地保有合理化協会『昭和

56年度有益費算定方式!C:関する検討J. 昭和 57年，同『昭和 61年度有益費算定

方式に関する検討J，昭和 62年)。

(26) 全国農地保有合理化協会，前掲嘗での実態調査報告，土地改良制度研究会『構

造政策と土地改良制度(中間報告)J(昭和 56年)での調査事例， 梶井，前掲書

での事例，筆者が調査した愛知県豊田市，茨城県新治村，石下町の事例など。

3. 有益費の法律構成

これまでみてきたように，戦後の有益費償還規定に関しては，法律上は民法

あるいは，土地改良法の規定に従うこととなったのであるが，ここではこの有

益費償還規定の法律構成を有益費に関する判例の示すところにもふれながら検



討することとしたい。

(1) 有益費償還請求権の法的性格

① 不当利得法理
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有益費償還請求権は， 不当利得法理のー態様としての構成をとり， 民法第

703条の規定が，その前提となる(法第 703条，法律上ノ原因(1)アク νテ他人

ノ財産又ハ労務ニ因リ利益ヲ受ケ之カ為メニ他人ニ損失ヲ及ホ乙/，タ lレ者ハ其利

益ノ存ス lレ限度ニ於テ之ヲ返還スノレ義務ヲ負フ〕。 この不当利得に関しては，

形式的，一般的には正当視される財産的価値の移転が，実質的，相対的には正

当視されない(公平の原則に反して是認できない〉場合に，公平の理念に従っ

てその矛盾の調整を図る規定である，と解されており，判例は「法律上の原因

なくしてということは，形式的，一般的には利得者に正常に帰属した利得でも

損失者に対する関係でこれを実質的，相対的に観察した場合，右利得をそのま

ま利得者に保有させることが公平の原則に反して是認できないことを意味する

と解するのが相当であるJ(福岡高判昭和 47.6. 15)とする。 したがって，不

当利得は利得者にその利得の返還義務を生ずるが，それは法律上の原因のない

利得を生じたという事実によって発生するものであって，法律行為ではない。

ここでの，不当利得の成立要件は，②受益があること，③他人に損失がある

こと，@受益と損失の聞に因果関係、があること，@受益につき法律上の原因が

ないこと，を必要とする。この返還請求権は，契約上の請求権や所有権に基づ

く請求権があるときは不当利得返還請求権は認められず，また，不法行為や事

務管理に基づく請求権とは一般的に競合し，いずれをも選択的に行使し得ると

するのが通説である。有益費償還額の検討においては，この不当利得法理を前

提にその算定方式を組み立てることが必要となる。

② 民法第 19B条規定

民法第 196条〈占有者の費用償還請求権)は，占有物の返還に際して， r其
物ノ保存ノ為メニ費νタノレ金額其他ノ必要費」の償還請求権とともに， r占有

者が占有物ノ改良ノ為メニ費νタノレ金額其他ノ有益費ニ付テハ其価格ノ増加カ



28 農業総合研究第 42巻第 4号

現存ス jレ場合ニ限リ回復者ノ選択ニ従ヒ其ノ費νタJレ金額又ハ増価額ヲ償還セ

ジムノレコトヲ得J(同条第 2項).とした。 占有物に支出した費用によって生ず

る利益〈増価)の回復者による享受を不当利得とみなして占有者の善意，悪意

を問わず必要費，有益費の償還請求を認める構成としたのであり，この費用償

還請求権は債権的請求権であるとされる。なお，増価に関する判例としては，

「被告の右地盛工事は本件土地の価値を増加せしめたものとして有益費たりえ

よう。たとえ，右地盛が原告のいうとおり，石灰かすを捨てたのであって，単

に廃棄物処理であったとしても，これによって土地の価値増加を否定する理由

とはならないJ(函地判，昭和 29.4. 16)としており， 増価の範囲をかなり広

く解している。

③ 民法第 808条規定

民法第 608条(賃借入の費用償還請求権〉は，必要費に関して「賃借入カ賃

借物ニ付キ賃貸人ノ負担ニ属スノレ必要費ヲ出タジタノレトキハ賃貸人ニ対νテ直

テニ其償還ヲ請求スノレコトヲ得」と規定するとともに，有益費に関しては， I賃

借入カ有益費ヲ出タ νタノレトキハ賃貸人ハ賃貸借終了ノ時ニ於テ第 196条第 2

項ノ規定ニ従ヒ其償還ヲ為スコトヲ要ス」としており，賃貸借契約関係の下で

賃借入が賃借物に対して費用を支出した場合の費用償還請求権(必要費および

有益費〉について規定しており，民法第 196条と同様不当利得の特則を定めて

いる。特に，第 2項の有益費に関する規定は，民法第 196条第 2項の規定をそ

のまま準用しており，当事者に特約等がない場合における当事者の意思解釈上

の推定規定であって，強行的性格を持たない。したがって特約によりあらかじ

め有益費の範囲や額の算定，支払時期，支払方法等についての別の定めやさら

には有益費償還請求権の放棄等も可能であると解されている。

この有益費償還請求権は，⑦賃借入が有益責を支出したこと，および④賃借

入の支出により賃貸人が客観的に利得したことを(有益費の支出により賃借物

の価値が客観的に増加しており，かつ，返還時にその増価額が現存しているこ

とを〉成立要件とし，有益費償還請求権は，契約終了時に行使できる (2)。

この不当利得返還法理のもとに，有益費請求の具体内容として「費νタル金
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額」か「増価額」かの賃貸人による選択の問題がでてくる。

(2) r費シタル金額」と「増価額」

① 民法上は， r価格ノ増加カ現存スノレ場合ニ隈リ回復者ノ選択ニ従ヒ其費

Vタノレ金額又ハ増価額」を償還させる仕組みである。

「費νタjレ金額」は， 占有者が現に支出した金額そのものであり， これにつ

いては利息は発生しないと解されている(当然のことながら，償還すべき時期

到来以後は，利息が発生する〉。 また， 支出時の金額の現在価への修正(物価

修正〉も行なわれるべき性格のものではない。なお，自家労賃は投下時点で評

価算入されるべきであろう。

「増価額」の評価時点は， 占有物の返還時(賃貸借契約終了時〕であり， 増

価額は，占有者〈賃借入〕の改良行為により目的物の価値が増加した場合のそ

の増加部分の価値であって，返還時に現に存する残存部分に限られる。したが

って，増価額は改良投資額の大きさそのものではないし，この増価額も使用収

益期間中に消滅した部分を除いた残余となるのであり，投下した資本が実態上

回収されたか否かは法律上は直接的には問われないことになるのである。

この「増価額J(返還時での残存額の評価一一減価あり， 物価修正あり〉と

「費ジタノレ金額J(資本投下時の価格 減価なし，物価修正なし〉との聞には，

たとえ物価変動がない社会を想定しでも両者が両立しえない矛盾を含んでいる。

民法上は，この矛盾を不当利得返還の法理の適用による衡平法上の措置として

回復者の選択に委ねているのであるが，それは，梅謙次郎が説明するごとく，

回復者(地主〉は「増価額」か「費νタノレ金額」かのいずれか少ない方を選択

することが想定される。「費νタノレ金額(損失)JXと「増価額(利得)JYとの

聞には，実態上はX重Yといった関係が成立しうるのであるが，回復者は，⑦

Yよりも小さいXか， CDXよりも小さいYを有益費償還額とするということで

ある。その限りで土地所有に妥協した民法規定だといえるのである。戦前期，

農民組合等がこれを賃借入の選択とすることを主張したのもそれへの対抗であ

ったといえる。
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なお， 有益費の償還請求の場合の挙証責任について稲本氏は， r占有者の請

求権は 1個の請求権である。いわゆる『選択債権J(法第 406条以下〉では

ない。催告による選択権の移転はみとめられない。請求の内容は，改良に基づ

く現存利益が所有者に帰属するととに対する金銭的補償である。これを訴訟構

造的に見れば，

原告〈賃借入等占有者〉は，①改良行為を，自己の費用負担で行なったこと，

②現に利益が存すること，の 2点を証明し，相当と判断する金額を示してその

償還を主張するだけで足りる。請求額=R

被告(所有者)は，上記①，②の事実を争わない場合にも，費用額X<R，

または増価額Y<Rを証明して，償還額を， XまたはYと同額に減額する権利

を有する。この権利は，抗弁権として行使され挙証責任は，被告の負担とされ

る」と述べられている (3)。 この点に関し，判例は， r右償還請求をする賃借入

としては，賃貸人をして右選択をなさしめるために，費用支出の項目，価額増

加の項目のほか，右の二つの額の主張立証を要するのが相当であるj(東地判，

昭和 33.1. 20)とするものもある。同旨の「権利を主張する側に叙上の主張立

証責任を負わせることが不公平になるということはできないj(大高判， 昭和

53. 4. 12)などの判例もあり，検討を要しよう。

② 土地改良法は有益費償還に関するこの二者択一を「増価額」による償還

rに限定している(法第四条〉。その理由についての行政当局の説明はすでにみ

たように，②「事業に参加しない回復者が選択権を行使して不当に利益を収め

みこと(事業費に比し効果が著しかった場合に事業費相当分だけを償還するこ

と〉は前条の趣旨と矛盾するj，④「返還者は自己の責任において事業を行な

い，かつ前条の保護規定もある以上増価額の償還だけを受けうる(事業費に比

し効果が少なかった場合にも増価額のみの返還を受けうる〉とすることをもっ

て足る」としている。

⑦の場合，事業費<効果であっても増価額をとることは不当利得返還の法理

の説明するところとは矛盾するのであるが，戦後の耕作者保護の法体系のもと

で， r費乙/タル金額」を超える増価分がある場合もそれを耕作者に帰属させる
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ことを意図したものであろう。それはまた，補助金を前提とする土地改良事業

で，補助金による増価分を土地所有者ではなくて賃借入に附与することを国家

が選択したと解される。

③の場合，事業費>効果であっても「前条の保護規定もある以上増価額の償

還だけを受けうるとすることをもって足る」としているが，ここでの前条の保

護規定(法第 58条組合員はその者が地上権，永小作権，質権，賃借権，使用貸

借による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利に基づき使用し及び

収益している土地につき土地改良事業の成果を公正に享受するため，これらの

権利の設定に係る契約の変更に関し，その契約の相手方に対して協議を求める

ことができる〉は， r土地改良事業の成果を公正に享受するJ(傍点引用者〉と

する法意である限りにおいて土地改良による小作料の減額は想定していないで

あろう。とすれば，賃貸借期間の延長，その他の事項の「契約の変更」を予定

したのであろう。増価が零以下でない限り，契約変更〈期間延長〉によって，

投下資本の利子分はともかくも元本は取り戻せると考えたのであろうし，補助

事業土地改良の性格上，このような事態を現実問題として想定しなかったとも

とれる。この場合は，民法原則による回復者の選択権行使と現実上一致するの

であるが，耕作者(賃借入〉保護の法構成を貫徹するのであれば，また土地改

良事業が 2/3強制を有する点を考慮すれば， 事業の実施を「返還者の自己の

責任」としえない事態も発生するので志り，土地改良事業の効果が投資を下回

るのであるなら， r効果を上まわる事業費」の当事者聞の負担調整まで行政は

考慮すべきものであろうは)。

(3) 有益費の範囲

① 有益費と必要費

有益費は，物の利用， 改良のために支出し，物の価値を増加せしめる費用

(特別の趣味の造作をした場合のように物の価値の経済的増加に関係のない箸

修費的支出は，有益費に該当しなしウであって，必要費が物を賃貸借契約の目

的に従って使用収益するに適当な状態に保存維持するために必要な費用(判例
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の示すところでは畳替えの費用，屋根の修繕費用，土台入換工事の費用等賃貸

借の目的物自体の現状維持又は原状回復のために必要な費用(5)，さらには通

常の用法に適する状態において目的物を保存するために支出する費用も包含し，

場合によっては盛土の費用も必要費〔大審判，昭和11.11. 16))であることと

対比をなす。償還義務についても有益費が賃貸借(占有〉終了後であるのに対

し，必要費は支出後直ちに発生するといった差を有している。

② 有益費の具体例

閃 有益費は，賃貸借契約の目的から客観的に判断して目的物の価値が増加

することが必要条件であり，判例では次のような例を有益費として認定してい

る。

a)賃借入が労力，費用を投下し，荒蕪地を畑地としたもの(大審判，明治

45. 1. 20)。

b)土地改良のための地盛工事，下水工事の実施(最判，昭和 51.6. 17)。

c)住宅地として賃借した土地についての浸水防止のための盛土〈東控判，

昭和 12.8. 2)。

d)道路と宅地との差の五尺を地盛じたもの(東地判，昭和 12.4. 10)。

e)宅地として賃借した土地が低地で湿地のため賃借入が地盛をした例(東

控判，大正 5.6. 20)。

f)飲食居営業目的として賃借した者のカクシター修理，便所の改造，ステ

ンνス流し台の取替え，増設(東地判，昭和 46.3. 31)。

g)賃借家屋について建増し，便所の改築，羽田板，土台，鴨居，天井等の

張替え又は修繕(東地判，昭和 4.5. 31)。

h) 自動車の車庫として賃借した建物の土間を賃借入がコンクソート舗装

(東控判，昭和 10.10. 18)。

i )木造家屋の板の間の新設，座敷の拡張(東地判，昭和 25.7. 10)。

j )壁板の張替え，電灯の配線，外壁のモルタ jレ仕上げ(札高判， 昭和 34.

12. 18)。

ただし，賃借入が賃借の目的を達成するために当然為さなければならない行
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為は，結果として賃借物の価格の増加をもたらしでも，当然には「改良ノ為メ

ニ費乙/タノレ」有益費とは認められないとするのが判例の態度である。すなわち，

「雑草の繁茂する荒蕪状の畑を耕作するために賃借した賃借入が雑草を除去し，

畑地の面白を改めるに至ったとしても，除草のための労力は，賃借入が賃借の

目的を達成するために当然為さなければならない事項であり，有益責の支出と

は認め難し、」との判例(6)が有力である。

このような考え方からすると，施肥とか継続的な良耕転等も，これが通常の

施肥行為としてあるいは通常の耕作行為の前提としての賃借人が当然為さなけ

ればならない行為と認められるような場合には，例えそれによって農地として

の価値の増加があったとしても，民法上のいわゆる有益費として当然には償還

請求はできないこととなる。

(なお，使用収益そのもののために必要な費用であっても，それによる賃借

物の価格の増加が賃貸借終了時に現存する限り，なお有益費として償還請求を

認めるべきであるとの学説もある〉。

この点，戦前期の小作人側の要求や経済学者の主張した有益費の範囲とは異

なる。たとえば平野義太郎は， [""・ー."・小作人の改良に基きこの耕地生産力の増

加なる事実が存する以上は，小作法上，この権利を成立せしめるべきであって，

従ってとの権利成立要件としての行為たる改良工事の意義もまたこの見地より

定められることを要し，列挙的に例示していえば(→荒蕪地の開墾，森林雑種地

の開拓，沼沢雑種地の排水工事，田地養水の濯瓶排水等の永久的施設，次に∞

畦畔整理，土地経営の適当な様式変更(用方の変更になる場合をも含む)，広き

意義における耕地整理， 1蕎渠の波i諜，用悪水路及び提塘の修理，地目の変換等

あるいは肥土の搬入，耕土の深さの耕転 (6寸の耕土腐蝕土を 8寸にする〉等

の永続的改良施設，最後に白継続的に施行せられた良耕転，施肥(緑肥〕の施

用を称して「改良」となすべく，それ故に必ずしも物的設備を施設することを

指すのではなく，概括していえば，耕地の性状に応じた生産力を増加せしめる

行為を指して，ここにいわゆる「改良」と汎称すべきである。……改良の意義

は民法に謂ふところのものと異る。…・・新たに制定せらるべき小作法は特にこ
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の「改良」の意義を確定し，民法のいわゆる「改良」のみにとどまらぬことを

明示すべきである。J(7lとしている。

沢村康も， r……小作地改良と云ふのは単に狭義の農業土木的の改良工事の

みを指すのではなく，農舎，畜舎，禽舎，堆肥舎等各種の必要的建物の設置，

樹木の栽植，排水，濯j既，客土，耕転，肥培其の他凡て事実上小作地の価値を

高める一切の工事及び作業を総称すると云ふことである。従って其の中には積

極的なる土地改良工事の外，小作人が過当な耕作を続けて永年に亘って其の小

作地の土壌を改良し其の生産力を高めた場合即ち小作人の永続的良耕作をも包

含するものである。JC8lとしている。小作法制定をめぐる論議として，農民組合

等の零細小作農の「耕作権」保護，離作料要求との関連も強く意識されて小作

農の行った改良行為を幅広くとったのではなし、かと推測される。

今日検討の対象とする有益費(離作料の一般的禁止と適正な有益費償還秩序

形成〉の範囲においてはこの「継続的良耕作による改良」については考慮外に

おくことが適当であろう。それはまさに作離れ料〈離作料)として処理される

べき性格のものとみた方がよいのである。

付) 賃貸借の目的物以外のものに加えた改良が目的物の価値を増加させる場

合の費用も有益費として判例，学説ともこれを肯定する。

a)賃借建物前の道路に施されたコシク Yート工事及び花電灯設備に関する

費用について，家屋直前の道路工事及び路上の設備等によって家屋の価値が増

加することは通常あり得ぺきところであるとして，有益費として認定(大判，

昭和 5.4. 26)。

したがって，農地についてみれば，農業用排水施設や農業用道路の設置，改

良，土壌侵蝕や災害を防止するための土留工，階段工等の設置，改良等につい

ては，これを積極的に有益費として位置づけていくべきものである。

③ 収去梅・買取譜求との関係

賃借入が権原にもとづいて賃借物に付着させた施設等については，賃借物と

の分離が物理的にも経済的にも容易である場合には，これらの所有権が賃借人

に帰属するのであり，民法第 242条の附合(不動産ノ所有者ハ其不動産ノ従ト
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Vテ之ニ附合νタノレ物ノ所有権ヲ取得ス，但権原ニ因リテ其物ヲ附属セジメタ

ノレ他人ノ権利ヲ妨ケス〉の要件にそもそも該当しない。これらの物については，

賃借入に収去権がある〈民法第 616条による第 598条「借主ハ借用物ヲ原状ニ

復ジテ之ニ附属セ νメタノレ物ヲ収去スノレコトヲ得」の準用〉のみならず，収去

義務があると解するのが通説である。その限りで，民法原則からは有益費償還

請求権の対象とならないと考えられるこれらの物については，一般的には，賃

借入は収去権を行使して投下費用の回収を図ることが可能であると民法は想定

しているといえよう。

したがって，②「畜舎，温室」等は，借地法の適用を受ける場合には，同法

第 4条第 2項〈賃借権者ハ契約ノ更新ナキ場合ニ於テハ時価ヲ以テ建物其ノ他

借地権者カ権原ニ因 3テ土地ニ附属セ Vメタノレ物ヲ買取ノレヘキコトヲ請求スノレ

コトヲ得〉の規定により，借地人は地主に対し時価による買取請求権を行使し

得るが，借地法の適用がなければ収去問題が生じることになるのである。

③果樹，桑木，その他の永年性作物については，民法第 242条(不動産の附

合〉が問題となる。土地に播種され，生育した農作物については，土地に附合

すると解するのが通説であるが，借地上への永年性作物の植栽については，権

原に基づく行為として但書の適用を認めることに争いがないと思われる。そう

であるとすれば，賃借入はこれら永年性作物については所有権を有することに

なり，有益費償還請求権は生じないのみならず，賃借入は自らの費用による収

去義務を負うという事態をまねし

ところで，賃借入が権原に基づき附合させた物が賃借人の所有に属するため

に有益費償還請求権がなく，収去義務が生ずるのに，他方で権原のない者が附

合させた物については有益費の償還請求権が生ずるのでは不合理であり，たと

え収去可能であっても目的物の価値を高める点からいえば収去することにむし

ろ意味がないものは，賃借入が収去権と有益費償還請求権とを選択的に行使し

得るとする方が妥当であるといえる。

実際上，行政指導としての有益費を考える場合に，これら永年性作物は収去

可能だとして賃借入に収去義務を課すことは結果的に賃借入に犠牲を強いる場
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合が多く，農業政策上もこれは避けるべきであろう。そのために特約による有

益費処理の途を開いておくことが農政上のひとつの方策であろう。

(4) 任意規定性

有益費償還請求権に関する規定は任意規定と解される。したがって，特約に

よってあらかじめ有益費の範囲や額の算定，支払時期，支払方法等について民

法第 169条および土地改良法第 59条と異なる定めをすることや， さらには償

還請求権を放棄することも可能ではある。

本来，償還請求権が認められることの根拠は，占有者の支出によって回復者

が客観的に利得したことに対し，その不当利得を返還させるという点にあるの

だから，回復者が利得をしているという事実をもって足り，占有者の支出につ

いて回復者に同意，承諾を求める必要も，通知の必要もない。利得の発生は，

同意，承諾の有無によって左右されるものではないからである。

しかしながら，現段階のわが国における農地賃貸借の動向と有益費償還秩序

形成を展望したとき，有益費償還について公平，公正な特約を結ぶことを積極

的に考えるべきであろう。改良行為の範囲(9)，有益費の償還，有益費の額(そ

の算定方法). 有益費の償還の時期・方法， 当事者間で協議が謂わない場合の

処理方法等に関する合意，同意をあらかじめとりかわすことが，それである。

とりわけ，個別，独立した工作物の設置等収去・買取請求としての処理になじ

む改良行為についての有益費としての処理は合意・同意を前提に構成すべきも

のであろう。

法律構成上は，以上の如く整理しうるのであるが，有益費に関する法律構成

や法解釈をめぐっては，その時期の農業構造，社会構造の変化にかかわって変

更されうるものであろう。

昭和 40年代以降，農地改革後の零細農耕とそれを擁護してきた農地法制のそ

の体制改変が資本の側から求められ，それへの対応として農地立法上は，賃貸

借の解約等の制限の緩和など所有権に妥協する方向での賃貸借規制の緩和措置

がとられた。一方で，有益費償還請求権一一それは本来的には借地経営での確
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立された用益権の重要な構成要素としての性格をもっーーを弱体化された賃借

権〈利用権〉との調和的対応として独自のものとして自立化させようとする行

政的要請がある。この行政上の二つの要請は，本来的に相対立する側面を有す

るのであって，これは矛盾内包的要請というべきものであろう。

われわれが，有益費問題を検討するに当たっては，このような矛盾内包的課

題への接近が求められているのであるが，そこでは，近代的土地所有と借地農

業資本家の対抗といったレベルではなく，わが国の農業構造，土地所有構造の

下での三範鴎が非自立的な家族小農経営の労賃・資本と土地所有の対抗として

の有益費問題として検討する必要がある。もちろん，この場合に，有益費問題

の国際比較的な視点からの接近，とりわけ先進西欧諸国の有益費法制を視野に

おき，比較検討することが重要である。西欧諸国も家族小農経営を基本とする

のであるが，そこでの借地経営において，有益費問題が賃借権の構成要素とし

て古くから問題となり，先進的な事例，内容を含んでいるからである。次節に

おいてその特徴点を把握しておく。

(5) 西欧諸国の有益費処理

西欧諸国(イギリス，フランス，西ドイツ〉の農地法制は，わが国の制度と

の対比においてしばしば比較検討の対象とされる。もちろん，小農経営を基本

とするといった共通点を有するとはいえ，土地所有・土地利用の歴史や形態も

異なり，零細分散錯固に代表されるわが国と，規模の大小の差はあれ多くは農

場を単位とする西欧諸国とでは，農業改良投資のあり方や有益費問題への対応

に格差を生じており，西欧諸国の改良投資とその償還をめぐる慣行や法構成は

わが国に比較して成熟している。わが国の有益費問題の検討との関連において

みても積極的内容を多く含んでいる西欧諸国の有益費償還の立法上の特色をイ

ギリス，ブラシス，西ドイツについて要約的に検討することにする。

① イギりス

わが国とは異なり，資本制農業の一定の展開をみたイギリス農業において，

19世紀半ばごろ以降一般化されてくるのが，テナシトライト補償の慣行で志
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り， 1875年農業借地法 (AgriculturalHoldings Acts)以降の歴史は， rテナシ

ト・ライト」補償法の歴史であるといわれる (0)。イギリスにおける借地農の行

なった改良投資の残された価値 (un田 haus句dvalue)に対する補償は，農業借

地法上の対象となる改良としての②永続的改良，③持久的改良，②一時的改良

のほかに r1920年法以後，借地契約に規定されている一一地方の慣習 (custom

of the country)とみなされる一一農業のやり方をこえる高い水準の農業 (high

standard of farming)を継続的に行なったばあい， それもまた改良として補償

の対象になるJ(11)。その基準となるものは，農業らしいやり方 (husbandlike

manner) として地方の慣習とみなされる平均的な資本投下であり，立法上は，

借地農業経営者にとっての適正耕作の準則 (rulesof good husbandry) と土地

所有者にとっての適正土地管理の準則 (rulesof good es也temanagment)との

対応関係において位置づけられることになる。

その補償原則は.r次期借地農(incomingtenant) にとっての当該借地の価

値増加分が補償金額算定の基礎となる。そしてそれは， 1883年法以後一貫して

いる補償原則でもある (1875年法では借地農が改良に投下した金額を基礎にし，

その改良の持続年数により，残された価値が算定された〉。ただし， 次期借地

農にとっての改良の価値は，次期借地農の農業のやり方に依存する面をもって

いるから，必ずしも一義的に算定しえず，その算定の具体的な方式や補償金額

については当事者閣の問題点として残ることとなる。したがってまた地主と改

良当事者たる前借地農 (outgoingtenant)とが合意すれば. 1875年法と同様

「投下資本額J(original cost)に基づく補償がなされる (1948年法〉し， ある

いは永続的(ないし持久的〉改良の「標準コスト表」が示される[1958年法

F arm Improv1町 四ts(Standard Co由)RegulationsJ J (12)のである。有益費償還

の基準を「次期借地農にとっての当該借地の価値の増加分」を本則としつつ，

投下資本の減価償却方式による「残された価値」の補償方式をも合意を前提に

導入しているといえる。

さらに補償手続きに関しては.r全体的にみて次の四段階……①改良に先だ

っ手続き〈地主の了解，地主への通告).②補償請求とそれにともなう地主・
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借地農双方の委嘱した資産評価人による調査と評価くいわゆる“tenantright 

valuation勺， ③仲裁 (reference，arbitration)， ④州裁判所等への上訴J(13)の手

順で構成されており，土地改良投資と有益費補償に関し，②補償対象，③補償

基準，②補償手続きが，地方の慣習を重視しつつ農業借地法上明確に規定され

るという特徴を持つ。土地所有・利用や農業の発展形態をわが国と大きく異に

するイギリス農業での規定ではあるが，賃貸借規制緩和の下で大型借地農の育

成を意図するわが国農業法制上の対応としての有益費問題を検討する場合にイ

ギリス農業法制は， 今日的意味を持ってきているといえる。(主要関係条文参

照(14))

② フランス

ブラシスでは， 民法上の費用償還として「必要費J(impense nec悶 aire)と

「有益費J(impense utile)の区分が古くから存在しているが， 改良行為の区分

としては，増加物 Caugmentation) と単純な改良行為 Cameliorationsimple) 

の2つがある。前者は，有益費というよりも民法典第 555条の不動産附合一一

附合させた占有者の費用償還請求権として仕組まれ，後者が費用償還=有益費

の償還問題として不当利得の法理で仕組まれている (15)。

借地農による改良行為については民法典に明示の規定がないなかで，改良費

の償還を保障していく問題が検討され，戦後，農事法典の体系として確立され

てきている(16)。農業における借地農の改良行為とその費用償還の補償は，戦後

数次にわたり法制度上強化されてきており， r良好耕作の義務」と「賃貸借の譲

渡，転貸の禁止」の下での「賃借農の土地改良の自由」を認め，そこでの解約

時のパドポノレト(正当な理由がない離作料〉を禁止する一方で「賃借農の労働

または投資によってもたらされた賃借資産の改良」に対して「耕作改良による

増価」も含めて補償することとなっている。

改良費の補償算定基準は，②建物および土地と一体となった工作物，③植栽

物，@土地の耕地化，土地変容工事に分けて，具体基準を示しているく農業法

典第 848条，注(17)参照〉。もちろん， ブラシスの有益費補償問題は， 借地農業

者の経営の安定，賃借権の安定，強化を基本として構成されているのであり，
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わが国の賃貸借規制緩和の下での有益費問題と趣を異にする。この点原田氏の

次の指摘は極めて重要である。

「ブラシスの場合には.r有益費」の問題は，本来借地農にできるだけ資本投

下を行なわせる，そのために経営の法的基礎を強化する，その一環として出て

くる。……ところが， わが園の場合.r離作料」の発生が賃貸借市場を狭めて

いる， そこで借地による流動化を促進するためには.r離作料」のつかないよ

うな賃借権を考えなければならない。……まさにこの借地による流動化の促進

ということから賃貸借規制の緩和が行なわれ……，その結果，どうしても小作

人の側の経営の不安定化という問題が残らざるをえない。そこで.r有益費の

償還」ということを普及させてその問題に対処しようと，こういう形になるの

ではないか，…一これは，ブラシスにおける「有益費」ないし改良補償の展開

の仕方，あるいは賃借権の法的構成のあり方とはかなり違うJ(17) 0 (ブラシス

農事法典，主要関係条文参照(18))

③西ドイツ

借地上に建てた建物は土地所有権の内容(附合〉となる法律構成の下で，有

益費償還請求権が仕組まれている。しかもそれは，わが国の場合と異なり，ま

ず，事務管理の場合の費用補償(経済的な負担をした場合の費用補償〉の規定

で処理するのが前提であり，不当利得法理は事務管理の規定で処理できない場

合に登場する構造になっている〈民法典第 547条〉。

賃貸借に関しては農地賃貸借の場で本来的に大宗を占る Pacht(用益賃貸借〉

に Miete(使用賃貸借)に関する条項を適用するといった法構成をとっている。

そこで事務管理規定で処理するとなれば，支出した費用をこえて価値の増加が

あったとしても支出額を限度とするのであるが，小作法では，必要費以外の費

用(有益費〉のうち，その改良に用益賃貸人が同意を与えたものについては，

増加価値の限度において用益賃借人に補償を要することになっている〈同意原

則，賃貸人が同意しない場合は，賃借入の申立にもとづき農事裁判所が同意に

代る裁判)(19) 0 (民法典の主要条文参照(20))
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土地所有・利用の構造的格差ともいえるわが国と西欧諸国の本離の間で立法

構成上の格差も大きいのであるが，利用権優位の法構成〈特にフランス〉は，

今後の制度導入上の重要ポイントとして位置づけられるべきであろう。

注(1) 法第 703条の「法律上ノ原因」とは， i権利ノ得喪変更ノ原因タルヘキ法律行

為若クハ相続，占有時効等ノ如キモノ J(大審判，明治 35.10.30)と判示してい

る。

(2) なお，判例は必要費，有益費の支払いと留置権〈民法第 295条〉との関係につ

いて， i賃借入カ賃借家屋ニ付必要費又は有益費ヲ支出シタ Jレトキハ……之カ償

還ヲ受クノレ迄ハ其/返還(明渡) ヲ拒ムコトヲ得ヘキ留置権ヲ有スJ(大審判，

昭和 14.4.28)と判示し，有益費の償還を受けるまで賃借物の留置権を認めてい

る。

(3) 稲本洋之助「有益費問題の法学的検討J(農地保有合理化協会『昭和 58年度

有益費に関する検討~， 40ページ。

(4) 稲本氏は，この点を， i(費用額X，増価額Yとして)X>Yの場合にYを援用

することが許されるが，その差が大きい場合にもなおそれは妥当か。(現存利益

=増価額と仮定して〉念のためX<Yの場合を対比すると，

X<Yの場合，賃貸人がYを強制されでもそれに等しい利益が現存することか

ら損益はなく，他方賃借入は支出を上まわる償還を与えられる。

X>Yの場合，賃貸人がYを援用することによって賃借入には既往の支出から

収益によって回収した残額をみたされない，という損失が生じる。

この損失は「公平』の観点から一定の許容範囲にとどめられるべきであり，そ

のための方法は， r増価額』を費用価ないし再調達原単位費用価に準拠して評価

することである。この方法による場合の技術的原因による『支出額』との差異ば，

性質上当然に上記の許容範囲に入るものとみなされる」とされる〈向上 41-

42ページ〉。 この評価方式については，物価変動が大きい場合にXとYが大幅に

布離するなどの問題を含むが，検討すべき見解であろう。

(5) 農地の災害復旧は，本来所有者が行なうべきものであり，賃借入がそれを行な

った場合には，その経費は本来必要費として償還されるべきものである。ただし，

災害により土地条件が悪化した状態を基準として当事者間で小作料の改訂，授受

がなされ，災害復旧のための経費が必要費として直ちに償還されなかった場合に

は，これを改良投資とみなし，有益費とすべきであろう。

(6) 大判，大正 9年 10月16目。

(7) 平野，前掲書。

(8) 沢村，前掲書， 36-38ページ。
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(9) 有益費の対象となる改良の範囲については，平野，沢村の見解や戦前の小作法

案検討過程での論議があるものの判例の個別事例以外に明確に確立されたものは

ない。筆者もその検討にかかわった有益費算定方式研究会での検討結果として，

対象とする改良行為の範囲は，とりあえず以下のとおりとされたが，現在のとこ

ろ，これをひとつの基準と考えてよいと思う。

1 対象とする改良行為の範囲

(1) 有益費の対象となるべき改良行為の範囲は相当広汎なものとなりうるが，

この検討の対象とする改良行為は，通常有益費として償還請求することができる

改良行為，すなわち，①当該農用地そのものに加えられる改良行為であって，そ

の農用地の構成部分として合体しその所有者1<::帰属するもの及び②当該農用地の

改良を目的としてその周辺部分に加えられる改良行為とする((注〉のAI<::該当〕。

(2) 当該農用地とは別個独立した工作物の設置等((注〕のBに該当〕について

は，とりあえず検討の対象から除き，要すれば別途検討する乙ととする。

(注〉 有益費の範囲〈例示〕

A 農用地の改良及び農用地の周辺部分の改良(通常有益費として償還請求する

ことのできる改良行為〕

(a) 農用地そのものに加えられる改良行為

ア 均平，盛土，客土，その他土地の形質の改良

イ 暗渠排水

ウ床締め

エ心土破砕

オ 堆厩肥等土壌の理化学的性質を改善するために必要な資材の施用

カ 耕作又は養畜の業務l乙支障を与える磯，その他これに類する物の除去

キ BIこ掲げる施設又は永年性作物の改良

ク その他農用地の利用慣行上通常認められる改良行為

(b) 農用地そのものに加えられるものではなし農用地の周辺部分において行わ

れる改良行為

ア 農業用道路の設置(拡幅を含む)又は改良(砂利入れ，舗装等〕

イ 農業用用排水施設(靖渠排水施設を除く〉の設置又は改良

ウ 土壌侵蝕又は農用地の災害若しくは農作物の被害を防止するために必要な

階段エ，土留工，防風林等の設置又は改良〈ただし，土壕侵蝕等の危険が切

迫している場合に行われると保存行為(必要費)となる〉

B 別個独立した工作物の設置等(収去，買取請求の契約等になじむ改良行為

一一貸主の同意を得れば有益費たりうるものとみられる改良行為〉

ア 温室及びその付属施設の設置



イ 索道等の運搬施設の設置

ウ 牧柵，畜舎等の設置

現段階における有益費問題 。

エ 果樹，桑木，その他の永年性作物の植栽

オ 果樹棚，その他作物を支持するために必要な施設の設置

Cf有主主費算定方式研究会報告書(まとめ).!I)Cf昭和 61年度有益費算定方式に関

する検討.!I，全国農地保有合理化協会，昭和 62年〕

叩 農林水産省農政課「イギリス農業関係法総覧.!IC戒能通厚・椎名重明編訳， 昭

和 57年)， 5ページ。なお， rテナント・ライト」補償の歴史について椎名重明

氏の以下の説明をあげておく。「テナント・ライ卜補償，これはかなり新しい…・・

19世紀のせいぜい 20年代頃から， 慣習として出てくるもので，そういう意味で

は，古くからあるエンプリメンツ Cemblements)の延長線上にあります。……古

くから新岡借地農の交替期に，一定のものを残していくというやり方・ H ・小麦

の 1/3は刈らずに残していけとか，耕地の 1/3はいつでも種子がまけるような状

態にしていけとか……それに対する補償がエンプレメントに対する借地農の権利

となるわけです。 19世紀初め頃，改良の残された価値に対する補償が「テナンド

ライト」補償というふうに明確に出てくる時に， 従来のエンプレメントに対す

る権利を「通常農作業」“actsof husbandry" に対する補償…ーという意味で，

テナント・ライツとして区別されるようになります。テナント・ライトというの

は，“actsof improvementsぺすなわち改良の残された価値で nnexhausted-

value of improvementとか，あるいは， unexhausted value of acts of improve-

mentsといういい方をもって区別するととになる。」

(昭和 56年 5月，有益費算定方式研究会での報告， cr昭和 56年度有益費算定

方式に関する検討.!I，全国農地保有合理化協会，昭和 57年)， 336 ~ 337ページ。

(11) 農政課，前掲書 6ページ。

(12) 同上 6ページ。

(13) 同上 7ページ。

(14) イギリス農業借地法〔抄〉

凶 1875年農業借地法

C1 ~4 省略〉

5 本法律の発効後，借地農が以下に掲げる 3類のうちのいずれかに含まれる

改良を実施するばあい，当該借地農は，本法律の諸規定にしたがい，借地契約満

了に際し，当該改良に関する補償を得る権利を有するものとする。

第 I類 土地の排水，荒蕪地の開墾，建物の建築或いは増築(以下略)

第E類 土地への石灰土施肥，土地への泥灰土施肥(以下略〉

第E類 人造その他の購入肥料の土肥への利用〈以下略〕
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6 本法律の目的のためには，いかなる改良も，その投資が行なわれた借地契

約年以後，以下に掲け.るそれだけの期限を乙えてその効力が澗渇せずに存続する

ことはないものとみなされるものとする。

第I類の改良のiまあいは， 20ヶ年目の終り

第E類の改良のばあいは 7ヶ年目の終り

第E類の改良のばあいは， 2ヶ年目の終り

7 第I類の改良に関する借地農への補償額は，本法律にしたがい，当該借地

農が当該改良K投下した金額から，投下が行なわれた年以後の借地および改良効

果持続期間中の各年ごとのそれ相当分を差し51いた額であるものとする。(以下

略〉

恨) 1908年農業借地法

1-(1) 借地農は，借地において本法律の付表第Iに含まれる改良を行なった

場合 1("，…次期借地農 (an incoming tenant) にとって公正な当該改良の価値

(the value of the improvement)相当額を地主より得る権利を有するものとす

る。(以下略〉

(C) 1920年農業借地法

16-(1) 借地農が，本法律発効後に借地を立退く際に，借地契約により要求さ

れた農業水準 (thestandard of farming)或いは農業方式 (thesystem of farm-

ing)より以主に当該借地に対し有益な農業水準或いは農業方式を持続的に実行

することにより……当該借地の価値を増大せしめた乙とを，……仲裁人に十分に

証明するばあいには，当該仲裁人は，その農業水準或いは農業方式の採用が次期

借地農にとっての価値を増大せしめたと恩われる額の補償を当該借地震に対して

裁定するものとする。(以下略)

(以上前掲『イギリス農業法総覧」による〕

日 昭和 56年 6月，有益費算定方式研究会における原田純孝報告， (~唱和 56 年度

有益費算定方式に関する検討j，全国農地保有合理化協会，昭和 57年〉。

日目 向上， 373 ~ 376ページ。

日間上， 379 ~ 380ページ。

四 フランス農事法典(抄〉

第 847条〔補償請求権〕

① 賃貸借を終了させた事由がいかなるものであれ，その労働によって，また

はその投資によって賃借資産に改良をもたらした賃借入は，賃貸借の満了時に賃

貸人によって支払われるべき補償の権利を有する。

② 賃借財産の経営または賃借入の住居を確保するために不可欠の建物の保存

K必要な修繕で，賃借入によって賃貸人との一致によって実施され，かつ，賃貸
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人の法律上の義務を越えるものは，改良と同一視される。(以下略〉

第 848条〔補償算定基準〕

① 補償は，以下のように定められる。

l 建物および土地と一体となった工作物に関しては，補償は，賃貸借の満了

の日付けで評価された工事費から，その実施から経過した年について〔年) 6パ

ーセントを削減したものに等しい。ただし，経営用の建物および土地と一体とな

った工作物については，コンセイユ・デタの議を経るデクレによって定める条件

にしたがって，県農事賃貸借諮問委員会の意見をきいたのちに知事のアレテによ

って全国的規準を基礎において定められる償却表を定めることができる。すべて

の場合において，補償は，行なわれた整備が利用上の実質的価値を保存している

範囲においてのみ支払われる。

2 植栽〔物) tこ関しては，補償は，植栽〔物〕が生産を開始する前lこ賃借入

によって負担された，労働力の価額を含む支出の総体で賃貸借の満了の日付けで

評価されたものから，生産開始の日付けから計算された償却を減額したものに等

しい。ただし，これらの植栽〔物〕によって〔土地〕資産にもたらされた増価の

額をこえることはできない。苗が賃貸人によって供給されたときは，労働力につ

いては考慮されない。ただし，反対の約定または慣習がある場合には，その限り

でない。

3 土地の耕地化または土地の生産能力の mパーセントをこえる増大をもた

らす耕作の変更を目的とする土地変容工事，耕作ならびに第 836条に掲げられる

土地改良に関しては，補償は，賃賃人によって行なわれ，かつ，その効果が賃借

ノ、の立返さ後も存続しうるそれらの工事が賃貸借の満了時に行なわれれば要する

であろう金額から，償却〔分〕の減額を行なったものに等し"0償却の期間は，

18年を越えることができない。

② 本条に掲げる工事で，その資金調達が補助金によって確保された部分は，

補償を生じない。(以下略〉

(以上，農林水産省農政課「フランスの農地制度に関する法令資料~ (稲本洋之

助，原因純孝訳， 昭和 48年)， 同『フランス農事法典小作関係規則の 1975年改

正~ (稲本訳，昭和 51年)によった。その後の農事法典の改正により条文は変更

されているが，内容は変更されていないのでここでは従前の条文によったc)

(j助 昭和 61年 3月， 有益費算定方式研究会における田山輝明報告(~昭和 60 年度

有益費算定方式(乙関する検討j，全国農地保有合理化協会，昭和 61年〉。

ω) ドイツ民法典(抄)

第 547条 使用賃貸人ば，使用賃借入が賃借物に付支出したる必要費を賠償す

る義務を負ふ。……
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其の他の費用を賠償すべき使用賃貸人の義務は，事務管理に関する規定に従い

て之を定む。

第547条a 使用賃借入は自己が賃借物に備附けたる設備を収去することを得。

第683条 事務管理の引受が本人の利益及其の真実の意思又は推知し得ぺき意

思IC適合するときは，管理者は受任者と同様に其の費用の賠償を請求する ζ とを

得。第 679条の場合に於ては，管理者は，事務管理の引受が本人の意思に反する

ときと雄も，此の請求権を有す。

第 684 条第 683 条の要件が存せざるときは，本人は事務管理 ~C因りて取得し

たる総てのものを不当利得の返還に関する規定に従いて管理者IC返還する義務を

負う，本人が事務管理を追認したるときは，管理者は第 683条に定める請求権を

有す。(以下略〕

(以上， [j昭和 60年度有益費算定方式に関する検討.ll， 60"'-' 61ページ。〉

4. 改良投資と有益費償還

(1) 改良投資限界

借地農業経営者が借地上に加えた改良投資の「残された価値J(unexhausted 

value) の回収としての有益費の償還に関しては， わが国ではすでにみたよう

に実態慣習上の経験を殆ど持っておらず，立法上の構成も民法の一段規定〈法

第 703条， 196条， 806条〉とその特則としての土地改良法(法第四条， 58 

条〉の規定があるにすぎないのであり，西欧諸国に比較して極めて未成熟な状

態なのである(1)。

がしかし，法制上の整備はともあれ，有益費問題は借地農業経営者が借地上

に投下した土地改良資本が賃貸借終了時までに回収できるのか否か(地代水準

と賃貸借期間の問題として)， r残された価値」が彼が農場を立ち去る際にスム

ーズに回収できるのかどうか(増価の確定と償還ノレーノレの問題〉が，今日の構

造政策の中に位置づけられた利用権賃貸借制度の定着にとって一つの焦点であ

る。それは所有権妥協的な方向での農地法制の改変と離作料の一般的禁止の行

政指導の今日的状況下で有益費償還jレールを定着させるといった矛盾内包的要

請ではあるのだが。
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ところで，借地農業経営者にとっての借地上への土地改良資本の投下は，投

下資本が賃貸借期間中に回収しうるか，あるいは賃貸借終了時に土地所有者に

よって未回収資本が償還されうるかの条件が最低限満たされることを要件とす

る。それは内容的には土地に合体した資本の回収と投下資本の利子，追加的に

は利潤部分の獲得を意味する。近代的土地所有と資本主義的借地経営を想定す

るならば，借地農業経営者の行動様式は当然にそうであろう。

そもそも土地改良への資本投下は，永久的改良であれ，非永久的改良であれ

その資本は土地に合体してしまい土地の属性と化することになる。そして借地

期間の終了とともに土地所有者に無償で横奪される。であるとするなら，投下

資本の回収と利潤の獲得を条件とせざるをえない資本の土地改良動機は何であ

ろうか。

阪本楠彦氏は.r開墾とか改良とかを人はなぜ決意するのか， という問題が

まずある。常識的な回答はいうまでもなく」次式であるとした(2)。

K~R/i ただし.K:開墾(改良〉に要する費用

R:開墾〈改良〉後に耕作の過程で発生する地代

〈増〉

i :利子率

この式では，所有者改良か借地人改良かの別や土地改良投資の条件は問う℃

いないし，全く償却のない永久改良なのか，償却されるべき改良なのかを問う

ていないので速断できないが.K<R/iでの状況ならともかくも.K=R/i 

のときは.Rは投下された資本 (K)の利子分のみが毎年回収されているにす

ぎない。永久改良が土地所有者によって行なわれる場合か，賃貸借終了時に投

下費用 (K)の全額が回収されることが保障されている場合の借地農業経営者

の改良に限られるであろう。

この点，加用信文氏の「たとえば，平均利子率が 5%と仮定すれば，毎年開

墾資本の 5%が費用要素として農産物価格によって補償されていき， 20年後に

はもはや全元本が回収されるJ(3lとの説も阪本説とほぼ同様の理論構成である

と思われる。
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なお，土地改良には客土・暗渠排水など効果が逓減〈減価〉する改良と開墾・

区画整理など永久的改良とみられるものが存在するのであるが，この永久的改

良については観念上はともかくも，実態的には道徳的摩滅のみならず物質的摩

滅も存在することがありうるために，開墾改良も永久的改良とみない方がよく，

長期にわたり償却されなければならない資本であるとみた方が実態的であると

考えられるは〉。

堀口健治氏は，阪本氏の式は「有益費補償がなく借地期間内に投下資本を回

収しようとする借地農業資本家の条件」に合わないとして，次の式を示す(5)。

K-;.三1E-
~ +z 

n:投下資本の回収年数(平均利潤率の逆数〉

i :平均利潤率と利子率との閣の水準

この式で n=平均利潤率の逆数としている点は，抽象的であり，実態上は物

の耐周年数とせざるをえないのであろうが式の意味するところは，借地農業経

営者の改良投資の限界は元本回収であろうし，永久的な改良なら n=∞なので

あろう。ただし，一定の借地期間を想定すればn=∞は資本回収の不可能を示

すし，そうでなくても nが借地期間 (m)より長ければ，期間内での資本回収

を要求する借地農業経営者の場合のこの算式は.rrK豆R/長十iJにおきかえ

られJ(6)投下資本の縮小か.Rのより大きな増大が期待される改良に変更され

るのであろう。

たしかに，貸借期間終了後は土地所有者に横取りされる土地資本を借地上に

投入する借地農業資本家の資本投下限界はそうであろう。しかし，資本主義的

借地経営としての展開の条件にない零細家族小農経営のわが国農業の現実の下

においては，借地農業経営者は自家労働費部分 (V)の社会的水準での確保を

前提に，サが「平均利潤率と利子率の聞の水準」ではなくて「利子率」であっ

ても十分に改良投資を行なうだろうし，小農家族の労働力が社会の平均的な労

賃水準でもって農業生産の場面へ投下しうる条件が拡大されうるのであるなら，

彼は K=R/去を限度として投資行動をとることもあろう(自己資本による
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改良ならなおさらそうである〉。資本の自由な移動を前提に， 資本が地代を規

定するといった資本主義的借地経営の展開にはなく，自作地を基礎とし，その

上に経営拡大を図る農業者の，その限りで資本の移動も労働力の移動も制約的

である零細家族小農経営の借り足し的規模拡大過程での(7)，借地農業経営者

の借地上での土地改良投資は，それが実態であろう。

(2) 改良投資と利潤・現実小作料

1 
ところで今日の事態は，K~玉 RI万+i の成立の条件が極端に狭められてい

るのである。第 1図に示すように 61年の米価水準の下で， 豊作年であった 61

年産米でみて 0.5ha未満層は粗収益(W)<生産費用 (C+V)の状況にある。

この耕作外に排除されるはずである経営は 60年センサスでみて稲収穫農家

主550.5千戸の 59.6%(2，117.3千戸〕存在するのであり，剰余 (m)マイナ

スのこの零細稲作層は改良投資エネノレギーを実態上有さないのである (62年以

降の米価引下げによりその影響はさらに拡大する〉。

千円

20 

10 

。

粗収益 (W)
〆

61政府米価
( 18.668円)

(千戸)
0.5 ha未満 2，117.3 
0.5~1 864.91 -『~、一一喝生産費用 (C+v) 
1 -1.5 306.6 
1.5-2 130β 
2 -3 95.1 
3ha以上 54.5! 日"./l.-一企…--A---ふ~企支払小作料 (r)

A-- ーー企，..ー・・A---A---~

0.3 0.3 0.5 1 1.5 2 2.5 3 4 5 
ha ha 
未 0.5 1 1.5 2 2.5 3 4 5 以
満 上

(稲作付規模)

第 1図米価水準と生産費(昭和 61年，全国販売農家 60勾当たり〉

資料・「米生産費調査J(農水省，統計情報部).
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にもかかわらず，現実には土地改良事業が国家の介入〈補助と負担強制〉の

もとに，平均的ー率的改良行為として広範に推進されているのである。そこで

は極く一部の例外を別とすれば，優れた借地農業経営者が土地所有と対抗しな

がら超過利潤を求めて改良投資を行なうといった状況にはない。わが国におけ

る現段階の有益費問題は，かかる零細農耕下でのかつー率的改良投資の枠には

められた改良行為を前提に検討されなければならないという制約を持つ。もち

ろん，部分的には，技術改善，農法革新的経営資本投下のための土地改良投資

の存在を否定しないが，今日の日本農業の条件下でその場は極端に縮小されて

いるといえよう。

それでは，改良投資による現実の超過利潤 (mうの形成状況はどうか。それ

への接近として，圃場整備完了地区と未整備地区との比較において m'の形成

(増〉を事例的にみよう。第 7表に白根市の例(圃場整備地区と未整備地区の標

準小作料とその収益基礎， 61年〉を示した。標準小作料算定における整備・未

整備両地区間の差は計算上の差であるにすぎないが，標準小作料算定方式が，

その地域の農業経営や生産力の状況を反映させる仕組みである制度の性格上，

実態反映的であるとみてよい。もちろん計算は設定された農地区分内の個別経

営の平均的像であり，標準小作料は土地所有者が土地改良行為を行なった圃場

第7表標準小作料の水準と算定基礎(園場整備・来整備地区，水稲作)

〈昭和 61年改訂後〉

生 産 費 用(円/10a) 押国主11-日差|

1I21|| 用 I~îl叫すJ 準濯族|労働時|物財・資本 1 0f.!l 1""， ""，， I~r.\ ，，，，，1小作料
労働費|間 |庖 引 $1公祖 1報酬:c①/倒
I (① 1②|労働費刊丁 1'""，，，，，， 1 Ix8)引| 

i副f暗[!'官里艶伊「誌伊伊整醐「備引|:;::芝吐Lhh3士Lh止:臼::3::⑩仏寸γ:::Z立む;;ニ沈む;;オr;土kf主3幻判3お5!円|巾:叫叫恥5一2…2圃場未整 I"1'1." ~oAI .， An n.nn.IA" ，nn! ム丹 ..1 0 ，.，~I n ~AAI 備偲)"'=1191，3叫146，020141，1201 40. 4~3， 53引8，冗512， 6441 2， 9却 18， 224
1
42， 500 

全国平均 11ω判肌叩仰5151仇η216，9臼13，15116，叫 5，7仰7，088

注(1) 標準小作料はラウンドされているため， 組収益宇生産費用十経営者報酬+標準
小作料.

悶 雇用労働費は，白根市は 0，全国平均は不明だが，殆ど見積っていないのが通例.
(3) 白根市の実勢小作料は，凶， (1ヨ)とも通常は格差がなく， 61，000円.

資料:[""標準小作料カードJ(農政課).
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第 8表標準小作料算定におけるコスト，剰余，地代と現実地代

(水稲作， 10a当たり) (単位:千円)

①標準小作料算定(昭 61年〉

(0.82) 
白根市lー圃場整備地区凶 191.4W=93. 2C +34. 3V +63. 9m ( 

|j118i 
-→~ 2.8P 

(0.82) l49. 3 r (61. 0 r) 
ー圃場未整備地区但)191. 4W=96. 2C +41.1 V +54'，lm r 8.7 i 

」→{2.9P 
(合，公租公課) l42. 5 r (61. 0 r) 

②現実賃貸借(昭 61年，米生産費調主主〉

0.01) 
(全国平均) 173.9W= 90. 4C +52:SV +31. 1m 

(0.75) (8. 1 i 
」ータ 36.4V+ {~ -~ 

O. 01) l36. 1 r 
(0. 3 ~ 0.5 ha) 168. OW=109. 5C +70. 3V -11. 8m 

(0. 3!2 r 9.8 i 
」ー~21. 6V+{

0.03) l27.1 r 
(5.0 ha以上) 167.6W= 71.5C+33.8V+62.3m ( 

1165t 
一一->-{10.4ρ

l45.4r 

V=可変資本W=粗収益

m=剰余

C=不変資本

i=資本利子 p=経営者報酬(利調) r=地伐

注(1) Vの( )内は 1時間当たり労賃.

(2) 白根市の rの( )内ば実勢小作料水準.

を前提としての計算水準であるのだが， m'の増分についての事態は同じである。

標準小作料算定の結果が示すところの圃場整備による m'の増分は 6，700円/

10 a (粗収益増がないため生産費用の格差のみ〉にすぎない。労働時間の節減

効果と物財費の若干の圧縮がみられるだけであって，増収効果ゼロの土地改良

投資である。排水改良による増収の場合は別として，区画整理の場合，基本的

米作地帯白根郷優等水田への土地改良投資でみてそうである。こと稲作を前提

としての改良投資でみる限り，平均経営での m'の形成は白根市の場合と大差

ない(新潟県の他市町村でみて m'の形成は加茂市 3，200円/10a， 西山町
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3，300円/10a.大沼町 10，000円/10a)。

このような状況下での，水田の土地改良〈今日その多くは，圃場整備事業〉

への借地農業経営者の土地改良限界 (iKJの大きさ〉はどうか。第8表によ

ってその基礎を示す。

W=粗収益 c=不変資本 V=可変資本 m=剰余，i=資本利子， ρ=経

営者報酬，y=地代として，圃場整備による rの増分をみると，

①圃場整備前

191. 4W=96. 2C十41.1 V +54. 1m 

ここで， 54. 1mは標準小作料算式により 8.7i (資本利子)2.9ρ(経営者報

酬〉に配賦され，残余の 45.4yが地代にふりむけられる〈標準小作料算式〕。

②圃場整備後

191. 4防'=93.2C +34. 3V +63. 9m 

土地改良投資の結果，そこでの経営は， 3.0Cと6.8Vの圧縮によって 9.8m

の増加をみる。この 9.8mの増加を含む 63.9mlま，標準小作料設定上は 11.8 i ， 

2. 8P， 49.3 rに分割されるが，改良投資を行なった借地農業者は小作料が42.5

rに据えおかれるととによって，最大限 6.8r +2.8ρを土地改良に投下した資

本の回収にまわすことになる。圃場整備前に擬制的に付与されていた経営者報

酬〈ρ〉も三範隠の自立をみない零細農耕の下で改良資本の回収にふりむける

ことでやっと 9.6千円を確保しうるのである。

ここで， この借地農業経営者の土地改良投資限界 (Kの値〉を算出すれば

(第 9表)， n=30年〈土地改良総合耐用年数)， i=0.065 (補助残融資， 農林

漁業金融公庫資金〉として，

l_Lt¥ t¥aoo'¥ _ 9.6千円K~R'/五十 i=(6.8r+2.8 ρ)/(3~0+0.065)ー百五百百=98.0千円

(nは， 民法の賃貸借期間 (20年〉をこえており nが短縮されればKは一

層圧縮される。ここで R'はρ部分を含む意味〕

ところで，水田の圃場整備事業(排水改良を伴う〉の現実の負担金(地元負

担率 25%)は229千円/10a 。国，地方自治体の補助を前提にしてそうである。
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第9表土地改良投資限界と現実の負担(圃場整備)

(1)借地経営者の土地改良投資限界
D' 

一二三K
言+1

n=30年(総合耐周年数〉

I=0.065 C農林公庫金利，補助残融資〉

R'=6.8r C49.3r-42.5r)+2.8ρ=9.6 

9.6 =98.0 
O. 033 + O. 065 

(2)現実負担〈県営圃場整備， Kaの土地改良区〕

10a当たり総事業費 915千円

補助金 686千円(国 50%.県 25%)

地元負担 229千円(負担率25%)

53 

(単位:千円)

*公庫資金 6.5%借入， 10年据置. 15年元利均等償還で年償還 24，000円

注.実態調査事例から作成

この現実の 229千円/10aの土地改良投資，その負担金(ことでの年償還金は

10年据置. 15年元利均等償還で 24.0千円/10a)は，超過利潤(mうではまかな

えず，借地農業経営者の労賃(V)の圧縮等によって負担されることになる (8)。

以上は標準小作料算定，その限りで擬制的であれ借地農としての経営者報酬

を付与した上での計算なのであって，現実の賃貸借の場での小作料水準は 61.0 

千円110aに達する。標準小作料算定上のP部分のみならず v部分にもくい

込む低賃金・高地代の構造(実勢小作料支払い後の労賃は 760円/めなのであ

る。全国平均での水田の現実賃貸借の場でも水稲作平均規模で算定して 31.1m 

に対して36.1 r， O. 3~0. 5 ha層では一11.8mの下で 27.1rの現実にある(米

生産費調査，前掲第 8表下段〉。 このような現実動向は，土地改良投資と有益

費償還をめぐっても零細農耕下での労働力再生産条件の確保，地代水準の適正

化と無関係に処理しえないことを示しているといえよう。

(3) 所有者改良と小作料・有益費

土地所有者による土地改良限界はさらに圧縮されることは，前掲第 7表が示
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すとおりである。標準小作料ベースで，土地改良によるRの増分は 6.8千円，

K三6.8千円/0.098=69.4千円。 30年間貸し続けるとしてそうである。土地

所有者による土地改良動機は失われているのであり，このため工事費の小作料

への上乗せや賃借入への工事費折半負担要求等が現実にみられるのである (9)。

小作料への工事費上乗せ等の土地所有からの要求は，工事費増嵩と農産物行政

価格の抑制の下で土地所有者と小農借地経営者の対抗を一層激しくする。ちな

みに，新潟県ka土地改良区での水田lOa当たり土地改良費〈特別賦課金〉は，

近い将来年間 57千円/10aに達する(第10表〕。ここでの標準小作料は 51.7千

円(実勢小作料65千円〕で全国的にみて極めて高額なのであるが，それでも全

地代を土地改良負担(工事費負担〉に吸収されることになるのである。最優等

地での土地改良といえどもそれが省力効果の発現にすぎない場合，超長期的に

はともかくも，国家による土地改良補助は，土地所有者への“土地資本の無償

の提供"であるといえる状況にはないことを事実が示しているといえよう。

事態の状況はとりあえず別に置いて，ここでの課題は，所有者改良の場合に

m'の形成を大幅に上まわる小作料増額や賃借入への工事費上のせと有益費と

の関連である。

くりかえすまでもなく，資本制借地経営を前提とすれば，形成される小作料

水準は，当該農業経営が獲得した剰余から平均利潤を控除した後の残余，すな

第10表 Ka土地改良区での土地改良費負担と小作料水準 (10a当たり試算〕

10a当たり 10a当たり i i 10a当たり
賦課金円i事業費 小作料

①経常賦課金 5，71∞ 標準 小作料 51，700 

②特別賦課金 実勢 小作料 65，000 

④かん排工事費 32，700 I 985( 294) ( 3俵)

⑤関場整備費 24，∞o 915( 229) 水稲収 量 コ シ ヒ カ リ 10俵

メι、a 計 62，400 1，900( 523) 

注(I) 実態調査事例から作成.
(2) 標準小作料，実勢小作料は， Ka土地改良区内の SA町の数値.
(3) 10 a当たり事業費の( )内は農家負担金.
(4) かん排工事費は国営+県営+団体営の平均値.
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わち土地に帰属すべき剰余の大きさに規定される。との土地に改良投資が行な

われた後の改善された生産場面での耕作の結果がもたらす剰余の増分は，土地

改良投資者が取得する。借地農業経営者が行なう改良であれば，小作料水準を

改良前の水準に据え置くことによって，土地所有者の改良であれば小作料の増

分を通じ獲得することになる。

土地改良法第 62条は，農地法の適用を妨げないことく土地改良法第 65条〕を

前提としつつも， 組合員の地代等の増額請求について， r土地改良事業によっ

て地上権，永小作権，地役権，賃借権又はその他の使用若しくは収益を目的と

する権利の目的たる土地の利用を増した場合には，その土地の所有者，賃貸人

その他その使用又は収益をさせている者で，その土地に関し組合員であるもの

は，地代，小作料，地役権の対価，賃貸料又はその他の使用若しくは収益を目

的とする権利の対価の相当の増額を請求することができる」としており，土地

所有者等が改良投資を行なった場合にのみ，小作料の増額請求が可能である。

農地制度上もこの考え方は明確にされており， 昭和 30年の統制j小作料算式

の確立時に具体的に示している。昭和 30年に農地法施行規則の一部を改正し，

農地法施行規則第 14条の 2において，小作料の最高額を定めるに当たっては，

「その農地が土地改良法に基づく土地改良事業で，土地改良区又は国若しくは

地方公共団体が行なうものの施行に係る地域内にあるときは，その農地につき，

その事業の費用の全部文は一部を負担した小作農がその事業の成果を公正に享

受できるように，この額から相当額を差し引し、た額」によらなければならない

としている(10)。

ところで，所有者が改良投資を行なったのであれば，本来有益費償還の問題

は発生しょうがないのであるが， 当該土地での小作料契約が， r従前の小作料

プラス工事費」として定められているような場合には，工事費の上のせ部分に

ついては，所有者が負担すべき改良投資経費を実質上賃借入が負担したもので

あるから賃借入の改良投資とみなして賃貸借の解約時に有益費償還問題が発生

するとみるべきである。有益費算定方式研究会の報告書も，その点は指摘して

b 、る(11)。
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なお，借地農業経営者が改良投資を行なったにもかかわらず，改良後の土地

条件を基礎として契約小作料が定められている場合に，土地所有者が増額徴収

した小作料は有益費か否かの問題がある。これに関しては，借地農業経営者が

行なった改良投資の効果は，当然にその者に帰属すべきものであり，有益費た

りうると筆者は考えるが，当該賃貸借において，当事者が小作料の額に同意し

ているものである以上，あくまでも小作料契約の問題にすぎず，不当利得の返

還請求(民法第 703条〉として仕組めないのではないかとの考えをとることも

でき，見解の分れるところである。

(4) 有益費償還

土地改良事業は，技術改善的，農法革新的経営資本投下を前提としての改良

投資の場合など限られた場面を除き，今日では一般的にはRの増分での資本回

収が期待できない状況にあり，そこでは，借地経営者と土地所有者の妥協的土

地改良投資〈土地改良負担〉がなされる実態にあることを前節で述べた。

かかる状況下では，借地農が立ち去る場合の土地改良投資の回収，有益費処

理が逆に重要さを増す。それは資本主義的借地経営の下では本来的に資本と土

地所有の対抗関係として位置づけられるものが，わが国農業の現実の場におい

ては家族小農経営者と土地所有との対抗(妥協〉として発現する。そういった

場面での有益費問題とみるべきであろう。ここでは，この現実動向ともかかわ

って実践的，行政需要的課題への接近を中心として検討を加えることとする。

① 有益費算定方式

資本が要求する年々の投下資本の回収の最低限度はすでにみたように，一般

的には価値移転部分 (K/n)と利潤あるいは利子部分 (Kiのであり t年経過

後の未回収資本は ， K-~.K=K(lーす〉である。

民法は有益費の償還を「費νタノレ金額」か「増価額」を回復者の選択に委ね，

土地改良法は「増価額」としたことは既にみたとおりである。民法原則による

有益費の額は，先に示したように「費Vタノレ金額J(X)又は「増価額J(Y) 

の選択である。 Xは改良投資の実額であり ，Yは時間 (t)の経過とともに誠
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価(価値移転〉するのであるが，物価変動状況によってはX<Yの関係が成立

しうる。がしかし，回復者の選択により当然にXが採用されることから，有益

費の償還額はx;:;;yが想定されていたといえよう。土地改良法は，このXを捨

てYを採用したのであるのだが，X<Yの関係は，有益費が公平の原則にもと

づく賃借入の損失補償の措置であるなら，民法での想定の範囲 cx;:;;y)にと

どめるべきであろう (12)。

ところで「増価額J(Y)を未回収資本〈K〈1-L〉〉とすれば極めて単純なn 

のであるが，有益費の具体算定は技術的にも極めて困難な要素(改良投資と価

値の増価の関連性，実際上の増価額の確定，投下資本の現実の回収状況等〉を

持っている。「残された価値」を実際上どう確定するか，その点の検討を以下試

みよう。

まず，これまでの農水省の研究会での検討経過をみておく。

(A) 有益費問題に関する小研究会(昭和 50-53年〉

この小委員会では， i暫定的とりまとめ」で次の 4方式が示され， そのうち

主として@を採用することが検討されていた。

⑦「費Vタjレ金額」による方法

(j)i増価額Jによるとして，地価差による評価

@i増価額」によるとして，標準小作料から比準した適正小作料を資本還元

し，その差による評価

@i増価額」によるとして，改良投資の残存価額の現在価評価(費用価評価)，

あるいは再調達価格評価

(B) 有益費算定方式研究会(昭和 56-62年〉

(A)の成果をふまえて検討が行なわれ， i費乙/タノレ金額」については投資額

そのものであるとして増価額の検討の対象とせず， i増価額」についての算定

方式を次のように結論し，⑥の採用を提起している。

@ 客観的な利用価値の増価額は一般的にみれば「地価の増価額」である。

しかし現実の農地価格は，土地改良行為以外の農業内外の影響を受けているた

め， i増価額」の把握は困難である。
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⑥ 「投資額の現在価凶+増加純収益の現在価(B)C投下資本の利子を上まわ

る増加純収益)Jで評価することとし，物価修正も考慮する場合もある。

@ r土地改良融資の残債務承継」をも考慮する。有益費の額とは無関係で

はあるが，投資額の金額又はそれに近い額が融資され，償還期間と耐周年数が

近似する場合は，合意により，具体的処理方法として可能である。

ここで，これらの「増価額」評価について理論的把握の側面と有益費償還の

定着といった実践的側面から筆者なりに検討を試みる。

第 2ーし 2-2図は，筆者による実態調査事例から圃場整備事業における

農家負担と償還状況，償却状況をモデル的に図示したものである(図中②@@

①は，上記の有益費算定方式のそれに一致させている。ただし⑥については倒

部分を無視〕。

(j) ②の算式の場合……図で示されるように，償却(価値移転〉されるべき

改良資本の性質上「費Vタノレ金額JCX)の採用は，土地改良実施期間中〈増価

の発現なし又は不確定〉あるいは，完了後極めて短期日の解約の場合ならとも

かくもこの算式は通常は採用の余地はなかろう〈もちろん，民法ベースでの回

復者の選択による場合は別である〉。

(u) ③の地価差による場合……この地価差によって増価額を把握する方法は，

土地改良法施行当時の行政当局の考え方でもあったと恩われる(13)。しかし，改

良の効果がそのまま増価として地価に反映されるのは，永久改良による地代

CR)増加の場合のみである。耐周年数のある(減価償却のある〕改良であっ

て返還後に土地所有者に帰属することとなる改良効果 Cmの増分の耐用残年数

分〉は地価差で表現される性格を持たない。と同時に，農外諸条件の影響が大

きい現実地価の動向からしてこの方法によることは無理がある。

(也)@標準小作料から比準した適正小作料の資本還元値の差による場合一一一

標準小作料算式からして，小作料増分そのものは，理論的には改良時点での投

下資本の年回収分(価値移転部分+利潤あるいは利子分〉を表現しているが，

その資本還元値は小作料増分が永久に回収されることを意味し，償却される

(耐周年数のある〉投下資本の残額とそれに対応した利潤あるいは利子の大き
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第 2-2図 有益費算定例ー愛知県 Ha村 (Ha地区県営圃場整備事業〉

注 昭和 58年度の費用価評価額が前年度より低下したのは「土地改良事

業支出済換算係数」の変更による.

さく累計〉を表わすものではない。この方式は，償却のない永久改良の場にお

いてのみ機能しうる。

(iv) @の算式の場合…… 2つの図が示すように，増価額CY)C土地改良事業

支出済換算係数による費用価評価〉は物価上昇が大きければ， r費Vタノレ金額」

CX)との聞に著しい格差を生むことになる(特に Ha地区〉。物価上昇率>
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減価償却率 C1ln)なら耐用年数の末期に近づくまでy>xの状況になる。賞

用価評価による増価額 (y)とする場合， r増価」分を借地農業経営者にすべて

帰属させる立場を取るのであるが，一方での不当利得法理との関連からいえば，

x~Yの範囲への修正が必要であろうし，投下資本の回収なら，当然その選択

でよい。なお，その点，フランス(農事法典)では，土地変容工事などの土地

改良事業に関しては，賃貸借終了時での調達価格を減価させる方式にしている

が，償却期間は 18年以内に圧縮している。 また建物等の減価償却は年率6拓

と高い償却率としている点は，このような方式による場合の参考とはなる(注

3一間参照〉。

(v) ⑥の算式の場合……費νタノレ金額(x)=増価(y)の発現と見倣して，投

下資本の回収が耐用期間中に償却(価値移転〉を通じて完了するとした方式で

ある。著しい物価変動が伴う場合には，返還時の評価「増価額」との事離は避

けられないが，投下資本の回収ならこの方式でよいし，耐周期間が短期のもの

はむしろこの方式が適合的なのである。現実にみられる農民間の初発的な有益

費処理はこの方式によっているものが多い(埼玉県川越市，愛知県豊田市の例

など， 第 11表参照〉。イギリス〈農業借地法〉では， 1875年法で投資額の減価

償却方式を採用し，その後「残存価値」としているものの，合意により 1875年

方式によることも容認している。

なお，この算式「投資額の現在価凶十増加純収益の現在価(B)jのうち(B)につ

いては，凶の償還が正当になされた後になお残る「増価純収益 (Aの利子分を

超える純収益)J なのだから， それは本来土地所有に帰属して差額地代を形成

するものである。この部分を離作する賃借入に附与することは，土地所有への

くい込みであり， r価格化された耕作権」を否定した利用増進賃貸借の下での

有益費処理としては矛盾することになる。

射j) ①の方式の場合……これは「報告書」が指摘するごとく，有益費償還で

はない。にもかかわらず現実にはこの残債務承継が，土地改良区の賦課金徴収

の便宜とも関連してとられており，土地改良行政当局もこれを支持する状況に

ある(14)。土地改良負担金の実際的処理として，償還期間と償却期間の差が小さ
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第 11表土地改良と有益費処理事例

信託田暗渠排水工事承諾書及び契約書

委託者00を甲とし，受託者高岡農業協同組合長理事00を乙として，工事者農事

組合法人00(代表者00)を丙とする。

1. ヱ事理由，米の長期的需給調整のため今後 10年間は転作が必要となり，

導入のため暗渠排水工事を行う。

2. 工事は水田委託者甲及び受託者乙の承諾を得て，丙が工事する。

3. 工事対象水田は甲の所有する別表の水田とする。

4. 契約期間は昭和00年00月00日より 00年00月00日までのO年とし，甲

および乙は契約期間中の解約申出はしないものとする。

但し，正当なる理由のある場合はこの限りでない。

5. 工事金額は 1m当り 000円とする。

6. 工事に要する費用は丙が負担するものとする。但し，中途解約の場合は次の計算

式により残存期間分を甲が負担する。

中途解約における甲の負担分

残存期間
=工事金額X一一一

5年

7. 乙の契約に定められない事項については甲乙および丙の協議により定めるものと

する。

上記契約の締結を証するため甲乙丙三者は記名捺印のうえ各自一通所持するもの

とする。

昭和00年00月00日

甲委託者 氏 名 ⑮ 

乙受託者 愛知県豊田市

高岡業業協同組合

組合長理事 ⑫ 

丙工事者

注(1) 信託田は，実質は利用権設定.

(2) 償却期間 5年は耐用年数(10年)とは関係なし利用権設定 6年を考慮している.

い場合には考慮されうる処理方式ではあろうし，それなりに活用しうる。

ところで，以上みてきた算式は，いずれも増価額そのものではない。増価額

そのものは以下のように把握すべきであると筆者は考える。

増価額 (A)の理論値は年々のmの増分(増加剰余分的の残存期間(1ーす)
の累積値の現在価 ct年時点での評価額・・…利子率 iでの割引き〕であって，
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m'は土地資本の減少とともに圧縮される。もしm'が残存期間中不変であると

するなら，次式で示しうるく複利年金現価方式〉。

A=m'・と_(L;-i2-t
' ① 

A:増価額

m' 増加剰余

i :利子率

t' :残存期間

ここで，借地農業経営者が耕作を通じて生み出す m'は，まずK/nにふりむ

けられ，さらに iに配賦され，それをこえる m'の残分があるならば超過利潤

として獲得される。しかしながらこの超過利潤分は，資本が回収された後は差

額地代となるのであるから t年経過後に返還する際の m'には次の制約がか

かる。

m'亘K/n十KC1ーす)i ② 

なお，永久改良を①式に当てはめれば，

A=m'. !ーc1十り-t'=一∞z 竺'

であり，土地そのもの(地価上昇分〉であるo

以上みたように，理論的には，①の算式によって (m'の変動が把握しうるな

ら，その年々の m'の現在価の累積値で)有益費は算定しうるし，改良前後の

生産費調査等による純収益の把握によって実際的にも採用しうる式である。

② 補助金と有益費償還

国家の支出する土地改良補助金は，それが正常に機能するなら差額地代を圧

縮し，農産物市場価格を引き下げ，低コストで再生産された労働力を供給する

効果をもつのだが，私的土地所有の下でのー率的・画一的土地改良補助金は，

優等地での差額地代の増分を国家が制取しない限り土地資本を無償で土地所有

者に譲与することになる。もちろん，借地農業経営者が事業参加者であり，小

作料が改良前の状態に据置かれるなら，借地期間中は超過利潤は借地農業経営

者が収取することになる。実態上は，この国庫補助を前提にしても「受益者負
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担」に対応しての剰余の増加をみないのであるが，理論上は，有益費の算定に

おいて補助金の帰属くそれに対応しての剰余の帰属〉が問題とならざるをえない。

この点に関して，土地改良行政当局は，補助金は有益費算定基礎から除外す

ることを主張している(結果として借地期間終了後は土地所有にJ局属する〕。す

なわち， 1……現行制度の下においては，補助の目的が十分達成しうる仕組み

(差額地代の国家による制取一一引用者〉になっておらず…・・・補助金の取扱い

も……貸し手，借り手のいずれかの私的利益としてしかとらえざるをえず，

…貸し手，借り手の費用負担額なり利用期聞に応じて按分することになる補助

金差引き論が現実的妥当性があるJ(15)としている。

土地改良事業への国家の介入〈補助と負担強制〉は，農産物市場価格の引き

下げといった資本の要求に沿う反面，私的土地所有を前提としての土地に合体

する資本への補助という性格上，それは結局のところ土地所有に妥協した補助

金政策とならざるを得ない側面を持つことになる。有益費償還の場合も結局は，

そう処理せざるをえないであろう。

注(1) この点，借地法，借家法では，解除，解約の制限と，構造物の買取請求権の強

行規定の存在などの法整備がなされている点はすでにふれた(第2章，第 3章〕。

しかし，留意すべきは，かつて商業資本の側からの要求によって制定・改善され

た借地・借家法が，いま定期借地権の期間満了による自動消滅など土地所有に妥

協する方向での改変を検討されている乙とである。

(2) 阪本橋彦『地代論議義J(東京大学出版会， 1978年)， 42ページ。

(3) 加用{言文「農業経済の理論的考察Jl(御茶の水書房. 1965年).23ページ。

(4) この点は，椎名重明『近代的土地所有J(東京大学出版会. 1973年). 13ベー

ジ。場ロも ζ の説を支持している。堀口健治『土地資本論Jl (農林統計協会，昭

和 59年)， 74ページ。

なお，イギリスでは開墾をも含め永続的改良 (permanentimprovement)の存

続年数を 20年とし，フランスでは区画形質の変更の改良も含め償却期間は 18年

以内としている (3ー注叫，間参照〉。わが国の土地改良事業では耐周年数を開

田，開畑は 100年，区画整理は 50-100年としている。

(5) 堀口，前掲書， 85ページ。

(6) 同上.86ページ。

(7) 島本稿「農地賃貸借の現状と小作料問題J(r農政調査時報Jl.全国農業会議所，
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1984年)。

(8) 閏場整備は，排水改良等による土嬢の理化学的改良が伴わない限り本来的に増

収効果を持たず，基本的11:ば省力効果を求めるものであり，改良効果は限定的で

ある。にもかかわらず，補助金付きでもVにくい込む土地改良を笑施する農家の

行動，これを農業内的条件からの接近としてではなく，省力化による農外収入増

などを要素に入れて計算学的に説明しようとする考え方もないではないが，それ

はものの本質を見誤まらせるものであろう。省力効果は個別価格形成を通じmの

増加(改良効果〕として反映されていることは算式が示すとおりであり，その増

分が極めて薄い ζ とζ そが問題なのである。

10アール. 100万円をこえる高額な工事費，それを農業生産の場において負担

しえない現実の農産物価格水準，農産物「過剰J問題，それらが基本的米作地帯

白根郷ですら土地改良エネルギーを農業内的には失わせていることを指摘すれば，

乙との本質は理解されよう。

(9) 京都府福知山市，丹波町，岡山県矢掛町，石川県松任市の事例など〈土地改良

制度研究会『構造政策と土地改良制度J.昭和 56年〉。

間 昭和 30年通達「農地法第 21条の規定による小作料の最高額の決定について」

における算定方法は次のとおり。

[算定方法〕

② 現在の耕作者が土地改良事業の工事着手前より耕作者である場合

土地数値算定基準の各事項及び各細目のうち，その事業の工事が影響を及ぼし

たと認められる事項又は細目については，その土地のエ事着工前の状況に応じた

数値とする。従前の状況が明確でない場合等は，現況による評定数値よりも一段

低い数値とする。

③ 現在の耕作者が工事着手後に耕作者の地位を取得し工事費を負担する場合。

次の算式による。

C-D 
Aー (A-B〉x--lご

A......その土地の現況に応じ土地数値算定基準に基づき算定した統制額

B ……Cろにより算定した小作料額

C ……その土地改良事業l乙要した工事貨の額

D …・・・現在の耕作者以外の者が既l己負担した工事費の額

CC. Dは補助金を除いた額)

Dの経費の計算には，現耕作者が継承した土地改良法第四条及び民法の規定

による有益費の償還請求権に応ずる経費を除く。

昭和 45年農地法の改正によって導入された標準小作料制度の下では， 乙の 30

年方式に関し， 通達上一切ふれていなかったが， 岡和 55年農地法改正11:伴う通
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透 cr農地法の一部を改正する法律の施行についてJ昭55.8. 29付55構改B第

1316号〉においては昭和 30年と同様の考え方を取り入れて通達改Eを行なって

いる。(内容省略)。

(1]) 報告書の指摘は次のとおり。「所有者が土地改良事業に参加し，その負担金〈年

賦金)の全部または一部をその賃借人に負担させる場合には，適正な負担区分を

旨として，改良投資の負担関係の区分とその回収の方途について明らかにしてお

くべきであろうJ(前掲「有益費算定方式研究会報告書J，昭和 62年〉。

間 半j例ば「有益費の現在価」を，投資額を耐用年数で減価させる方式で算定し

(キL高学U，昭和 34.12.18)， また， 改良投資(建物改築)後の物価変動による建

物の増価は， 建物所有者に帰属するのであって不当利得には当たらないとして

いる(東地判，昭和 25.4.4)。

間 土地改良法第四条の「増価額」の考え方についての昭和 26年 11月，岐阜県

農地部長の照会に対する農地局管理課長の回答は次のように示している。

「反当 2石の農地があり， その農地の価額が 5，000円である場合， その農地の

賃借入が組合員となっている土地改良区で土地改良事業を施行した結果，その農

地が反当収量 2石 2斗となり，農地の価格も 6，000円となったとき，賃借入がそ

の農地を地主に返還する際になお増価収量が持続し，かつ，事業着手の時からそ

の農地を返還する時までは，一般的な物価変動による土地価格の上昇はなかった

ものと仮定すれば，土地改良施行前の農地の価額 5，000円と賃借入が地主に返還

するときの農地の価額 6，000円との差額 1，000円が増価額となるJ(農地局管理

課「土地改良関係質疑応答集(第 1集)j]，昭和 37年〉。

(141 土地改良制度研究会の報告(昭和 55年〉は， r現実の多様なケースに適合しう

る農地の増価額の算定モデルを示すことのむずかしさを考慮すれば，増価額の算

定に接近する当面の方法として，土地改良法の規定が意図したとみられる耕作者

の利益擁護の思想を汲みつつ，しかも農地所有者の貸し付け意欲を損わず，貸し

手，借り手間でわかりやすく，かつ負担の不公平を感じさせない，より現実的な

有益費の取扱い例を示して関係者間の合意を図ることも有効な方法であろう。そ

の一つの方法としては，土地返還を受けた貸し手が，当該土地の改良投資にあて

られた公庫資金の償還債務を承継する方法があげられよう」としている。「しか

しながら，基幹的水利施設の新改築等土地改良事業の種類によっては，投資効果

の存続期聞が公庫融資の償還期聞に較べてなお相当の長期に及ぶものがあり，残

債務承継方式がすぺての種類の事業!l:対し妥当性をもつものとは言いがたい」と

の限定つきではあるが。(土地改良制度研究会，前掲書)。

(1日有益費算定方式研究会「昭和 56年度有益費算定方式に関する検討J(全国農地

保有合理化協会，昭和 57年)， 91-92ページ。なお，フランスにおいても補助金
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は有益費算定から除外している(農事法典第 848条〉。

5. 小 指 有益費自立化への政策展開ー一

以上の研究，検討をふまえて，以下の点を指摘しておきたい。

第 1に，有益費論の歴史的展開において，戦前期，寄生地主制下の有益費問

題は，この寄生地主的土地所有に対時する零細小作農民の，労働力再生産限界

に切り込まれる高率・高額小作料と取上自由，経済外的強制の隷属的関係への

対抗を主要側面とする生存権的耕作権確保の農民運動を背景とする。それは有

益費償還独自の課題を運動の中に包摂しつつも，耕作の継続と小作料減額，離

作に際する離作料要求(切り込まれた労賃部分の取り戻しとしての地代の制取，

地価の分割的要求)と混同的に展開され，有益費償還の固有の主張としては展

開しえなかった。有益費問題が，本来資本主義的借地経営における資本と土地

所有の対抗として登場する性格上，寄生地主制下の零細農耕の段階で慣習とし

ても成立する条件にはなく，民法の例外法としての有益費償還規定を含む小作

権の確立(小作立法の制定〕も，寄生地主層の抵抗の前に変容と挫折をせざる

をえなかったという経過をたどる。

戦後の改革による，自作農制の創出は，耕作権の確立を所有権への一致く小

作地解放)によって実現したのである。同時に残存小作地を耕作権強化の賃貸

借規定(農地関係法の制定〕の下に置き，耕作権縫立の農地行政を展開するの

であるが，農業の資本主義的展開の条件下にない零細農耕の下での残存小作地

の耕作権は，資本主義的借地経営を擬制した地代・地価政策とも相まって，

「価格化された耕作権」の側面を強め，それが高度経済成長下の農外転用と高

地価によって高額離作料の一般的拡大として促進される。戦後の有益費問題は，

土地改良法上の規定や農地賃貸借契約上の指導にもかかわらず，この「価格化

された耕作化」に埋没し，独自の展開たりえなかった。

昭和 42年以降， 借地による規模拡大の構造政策へと展開する農政は，農地

法制を，所有権妥協的賃借権弱体化の法制へと変容させる。そこでは耕作権の
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対価性(離作料)の否定の対極に有益費償還lレー/レの形成を政策課題として登

場させたのであるが，所有権妥協的賃貸借規制緩和の下での有益費償還ノレール

の形成といった政策課題は，零細農耕のわが国特有の課題であり，西欧諸国の

用益権確立へと展開した有益費問題とは明らかに異なる。

第 2に，今日の土地所有・利用構造と賃貸借規制緩和下での有益費問題への

接近は，制度的にも研究の領域においても端緒的段階の域を出ていない。民法

の一般的規定と土地改良法上の規定の解釈的な段階にとどまり，有益費論にお

ける法律学的接近も経済学的検討もなお残されている。戦後農地法制と自作地，

自作農が大宗を占める土地利用構造，土地改良事業の場面における所有者参加

の現実は，政策論的にも有益費論の展開を要請しなかった。

しかし，今日の土地利用構造の変化は有益費問題への接近を新たな課題とす

べき状況を強めている。賃貸借の解消の大宗は利用権の終了が占め，農地法第

20条解約の局面においても「離作料なし」の割合が耕作目的の解約で 87.3%

(かい廃目的で 56.5%)の状況にあるく第12-1，12-2表〉。他方，土地改良

事業参加意欲は，兼業農家，零細農家で低下の傾向を示す〈第 13表〉。そこで

は，規模拡大を指向する借地農業者による土地改良実施の必要が強まるととも

に賃貸借規制緩和の下での有益費償還秩序形成とその一般的定着化が要請され

る。

第 3に，さらに今後，これまでの研究成果を発展させ政策論的課題としての

有益費償還秩序形成の展開方向を検討する場合，以下の諸点が考慮におかれる

べきであるし，それは資本と土地所有の対抗としての資本制借地農業経営の場

としてではなく，地片借り足し的規模拡大のわが国の特殊な状況をふまえて行

なわれる必要がある。

① 有益費償還秩序形成は，農地賃貸借の現場での独自のものとしての成熟

度は極めて低いのであるが，今後の借地の増大と借地農業経営者による改良投

資の場の拡大を考慮すればとりあえずは行政的・先行的に有益費償還に関する

具体的なノレール作りを進める必要があろう。先に示した具体算式をも考慮した

行政主導的標準約款の提示による慣行の形成の促進が，零細農耕下の賃貸借と
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第 12-1表賃貸借の終了(解約〕と離作料状況〈全国〕

(1) 耕作目的の解約と利用権の終了

¥ 

実 件 数〈件〉 構 成 比(%)
利用権

総数の一 代貸替地離作料 なし 総数の一部代雪=地離作料なじし
の終了
(件〕

¥ 
無償の付支払 無償譲 の付支払
渡 渡

昭和 45年b，1782，333 342 5，496 21，∞7 10.0..0. 8.0. 1.2 18.8 72.0. 

50. 26，197 1，929 180. 3，967 20.，121 100.0. 7.4 0..7 15.1 76.8 

51 29，130. 2，786 265 3，774 22，30.5 100.(] 9.6 0..9 13. (] 76.6 ... 

52 27，872 2，466 211 3，421 21，774 10.0..0. 8.8 0..8 12.3 78.1 ... 

53 27，935 2，798 20.8 3，523 21，40.6 10.0..0. 10..0 0..8 12.6 76.6 ... 

54 29，453 2，464 161 3，529 23，299 10.0..0. 8.4 0..5 12.0. 79.1 11，642 

55 39， 869i 3，0.71 20.8 3，480. 33，110. 10.0..0. 7.7 0..5 8.7 83.1 ... 
56 46，692 2，80.1 223 4，218 39，450. 10.0..0. 6.0. 0..5 9.0. 84.5 19，761 

57 43，152 2，333 280. 3，561 36，978 100.0. 5.4 0..6 8.3 85.7 37，608 

58 35，938 2，512 277 2，852 30.，297 10.0..0. 7.0. 0..8 7.9 84.3 44，436 

59 34，463 1，737 160. 2，596 29，970. 10.0..0. 5.0. 0..5 7.5 87.0. 50.，544 

60. 35，717 2，0.53 104 2，394 31，166 10.0..。 5. 7 0..3 6.71 87.3 69，324 

(2) 転用目的の解約等

¥ ¥ 、、¥ 実 件 数(件〕 構 成 比(%)

貸付地 貸付地
、、¥ 

総 数
の一部 貸代替付地離作料

なし 総 数
の一部 代替地離作料

なし

¥ 無渡償譲 支払 渡無償譲 貸付 支払

昭和 45年

11410957432 4U H U 

632 207 7，004 3，3的 100..0. 5.7 1.8 62.8 29.7 

50. 7， 70.8 107 3，859 2，766 100..。 9.5 1.4 51. 9 37.2 

51 7， 690. 95 3，563 2，683 100..0. 9.8 1.4 50..7 38.2 

52 6， 646 115 2，999 2，274 100.{] 10.7 1.9 49.7 37.7 

53 5， 599 75 3，σ79 2，221 10.0..。 10..0. 1.3 51. 5 37.2 

54 6，380. 642 74 3，30.7 2，357 100..0. 10..1 1.2 51. 8 36.9 

55 6，134 590. 75 2，994 2，475 10.0..0. 9.6 1.2 48.8 40..4 

56 6，066 50.1 521 2，769 2，744 100..0 8.3 o..9! 45.6 45.2 

57 5，70.7 554 551 2，480. 2，618 10.0..0. 9.7 1.0. 43.4 45.9 

58 5，294 50.4 41 2，009 2，740. 10.0..0. 9.5 0..8 37.9 51. 8 

59 5，419 368 43 2，067 2，941 100.0. 6.8 0..8 38.1 54.3 

60. 5，485 374 46 1，964 3，10.1 1o.o..(] 6.8 0..8 35.8 56.6 

資料 :IJ農地移動実態調査J.
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第四-2表賃借権の設定時期別にみた離作補償がないものの割合〈全国，昭和 60年〕

計月以前設定 月~昭和45 月以降設定 I
年 9月

35，717 

転用目的の解約 2，552 1，262 1，671 5，485 

うが 14，853 31，166 
ちな
離い 転用目的の解約 757 1，466 3，101 

89.1 97.1 87.3 補の割合(%)f 耕作目的の解約
償 転用目的の解約 34.4 60.0 87.7 56.5 

資料:Ii'農地移動実態調査J.

第四表土地改良事業への参加意識(都府県〉
(単位:%)

貸 付 地

みんな 負担金

借 官 返 し てIRMI積極的参加す 反対 を払つ負す もらう反対
に参加るなら てでも るなら でン缶U 免ヲd 

参加 参加 参加

総数 10.7 総数 36.6 267[222 川
O.3ha未満

専農業専業 45.0 32. 8 I 12. 8 I 9. 4 
31. 8 I 52.8 15.4 兼農業が主 15.4 35. 9 35. 9 I 12. 8 ， 

言0.3'"0.5 47.8 : 39.1 13.4 別兼業が主 35.1 27.7 I 24.1 1
13.0 I 

規
1 - 1.5 56.7' 34.9 8.4 借 入 地

模
負担金

5.liJ 57.9 ! 29.7 地主が
2 - 3 12.4 を払っ 負担す返還す購入し 反対

てでも る Tこい
3ha以上 71.6 i 23.3 6.5 l参加

るならl…肝 6I 31. 9 I 10. 5 
総数 20.4 46.5 10.8 15.4 7.0 

専 Z 農業専業 24.9 49.8 8.2 13.3 3.8 
兼農業が主 54.7I 38. 8 I 6. 5 
5.liJ 別 農業が主 10.4 56.3 8.3 20.8 4.2 

兼業が主 44.7I 41. 1 I 14. 1 I 兼業が主 18.9 43.2 9.5 20.3 8.1 

注(1) 4，000戸に対するアンケート調査(集落悉皆調査)51市町村， 102集落対象.

(2) i無回答J，iわからない」を除外した構成比.

資料:Ii'農家の土地所有と農業施策J(農水省農政課，昭和 61.3). 

その下での土地改良投資の安定のために当面必要な行政課題である。

② 同時に有益費問題は，独自，孤立的課題に限定されるべきではなく賃貸

借期間，小作料水準，土地改良投資負担関係等，農地賃貸借制度全体の関連の
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中で位置づけられるべき性格を有する。それは改良投資，有益費償還秩序形成

にむけての立法を農地法体系の中に再構成しなおすことを意味する。

強固な賃借権保護規程が，農地賃貸借の促進に阻害的に作用するとして，農

地法の賃貸借規程が大幅に緩和され，今日，利用権賃貸借が主流を占めるので

あるが，利用権制度は，所有権優位の法構成である。この利用権賃貸借の下で

賃借権の強化の主要な内容をなす有益費償還ノレーノレを形成しようとすることは

本来的に矛盾を合む。

新たな賃貸借秩序形成においては，②賃貸借期間の長期安定化，③剰余の剰

余として適正に形成される地代水準の形成，@借地農業者の作付・土地利用の

自由，@借地農業者による改良投資の自由，②有益費償還補償，@価格化した

離作料授受の排除，⑨土地所有権の自由な処分への一定の制限などが構成内容

となる。かつ，それは，資本主義的借地経営として展開する条件に乏しいわが

国農業の家族小農経営の維持発展を展望した農地法制として再構築される必要

がある。

もちろん，この賃貸借秩序形成は，家族小農経営の安定的発展の方向での日

本農業の展開，土地改良投資等農業への国家の介入(助成と強制〕のあり方等

の諸政策とも深くかかわるのであるが，これらのより詳細な分析検討は今後の

課題としたい。

〔付記) (本稿は，これまで筆者も参画していた農林水産省農政課での「有益費

問題11:::関する小研究会J(昭和 50""53年)， r有益費算定方式研究会J(昭和 50"" 

62年)での検討・研究成果l己負うととろが大きい。〕

(研究員)




